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-第１章 計画策定の目的                         。 
 
１．計画策定の趣旨 

我が国は、社会経済の発展と生活様式の変化に伴い、物質的豊かさや利便性を手に入

れてきた一方、その大量生産、大量消費、大量廃棄の社会経済システムは、化石燃料等

の天然資源の枯渇や環境負荷の増大といった社会問題を引き起こしてきました。そのた

め、我が国が持続的に発展するには、現在の社会経済システムを根本的に改め、天然資

源の消費を抑制し、環境への負荷を低減した「循環型社会」に転換していく必要があり

ます。 
国は、平成 12 年を「循環型社会元年」と位置づけ、循環型社会形成推進基本法をは
じめてとして、各種の廃棄物・リサイクル関連法を制定・改正するなど、循環型社会に

向けた法整備を進めてきています。 
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下、「廃棄物処理法」という）においては、

市町村、県、国の役割が明確となり、一般廃棄物の処理は市町村固有の自治事務、産業

廃棄物の処理は排出者責任が基本とされ、その処理に係る許認可等の事務は県への法定

受託事務として位置づけられています。 
市町村は、廃棄物処理法の第 6条第 1項に基づき、目的である生活環境の保全と公衆
衛生の向上を図りつつ、当該市町村の区域内の一般廃棄物の適切な処理・処分を行うた

め、一般廃棄物処理計画を定めることが義務づけられています。 
その中で、平成 20年 3月に循環型社会形成推進基本法に基づく第 2次循環型社会形
成推進基本計画が改定され、「環境保全を前提とした循環型社会の形成」を軸に、低炭

素社会・自然共生社会への取り組みとの統合、地域循環圏の構築などを推進することと

され、この考え方を踏まえ、平成 20年 6月に「ごみ処理基本計画策定指針」が改訂さ
れました。 
このことから、土岐市（以下、「本市」という。）は、循環型社会の構築を目指すため

の一般廃棄物の発生・排出抑制、資源化、中間処理、最終処分等の長期的な基本姿勢・

目標とこの先 15年間の施策を描くことを目的として、一般廃棄物処理基本計画（以下、
「本計画」という。）を定めます。 
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２．計画の位置づけ 

本計画は、本市が長期的・総合的視点に立って、計画的な一般廃棄物処理の推進を図

るための基本方針となるものであり、一般廃棄物の排出抑制及び廃棄物の発生から最終

処分に至るまでの、適正な処理及び処分を進めるために必要な基本事項を定めるもので

す。 
本計画と関連計画との位置づけを整理すると図 1-1 に示すとおりであり、本計画は、
本市の総合計画で示された将来像を目指すための一般廃棄物分野における計画として、

国が示す廃棄物処理の方針や循環型社会形成推進基本法の趣旨に則った計画です。 
 
 

環境基本法

岐阜県廃棄物処理計画

廃棄物処理設備整備計画

廃棄物処理法基本方針

廃棄物処理法

循環型社会形成推進基本計画

循環型社会形成推進基本法

環境基本計画

一般廃棄物処理計画

土岐市総合計画

資源有効利用促進法

容器包装リサイクル法

家電リサイクル法

グリーン購入法

食品リサイクル法

建設リサイクル法

〈廃棄物の適正処理〉

〈国等が率先して再生品等の調達を推進〉

〈再生利用の推進〉

〈個別物品の特性に応じた規制〉

自動車リサイクル法

　　一般廃棄物処理実施計画
　　 ・ごみ処理実施計画
　　 ・生活排水処理実施計画

　　一般廃棄物処理基本計画
　　 ・ごみ処理基本計画
　　 ・生活排水処理基本計画

 
 
 

図 1-1 計画の位置づけ 
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３．計画の対象区域 

本計画の対象区域は、本市全域とします。 
 
４．計画の範囲 

   本計画が対象とする範囲は、本市において発生する一般廃棄物とします。 
 
５．計画の目標年次 

本計画の目標年次は、平成 23年度より 15年後の平成 37年度とします。 
 

 

 
 
なお、計画は 5年ごとに見直すこととしますが、社会経済情勢の変動があった場合や、
国や岐阜県における方針の変更等、計画の前提となる諸条件に大きな変更が生じた場合

にはその都度見直しを行います。 

目標年次：平成３７年度 
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-第２章 計画策定の基本的事項                    。 
 
１．本市の概況 

（１）沿革 

明治35年の国鉄中央本線の開通、昭和27年の国道19号の指定と道路改良により、
中部圏の中核都市である名古屋市との結びつきが深まり、今日の都市としての発展の

基礎が築かれました。 
昭和 30年 2月に、町村合併促進法に基づき、土岐津町、下石町、妻木町、駄知町、

泉町の 5町と、鶴里村、曽木村、肥田村の 3村が合併して「土岐市」が誕生しました。 
 平成 14年 7月からは多治見市、瑞浪市、笠原町との合併に関し法定合併協議会を
設置し協議を行ってきましたが、平成 16年 1月の住民意向調査の結果を受けて、単
独市としての途を選択し、現在に至っています。 
 

（２）位置 

本市は、岐阜県の東南部に位置し、東は瑞浪市、西は多治見市及び可児市、南は愛

知県瀬戸市、豊田市、北は御嵩町に接しています。名古屋市からは 40ｋｍ圏にあり、
鉄道で名古屋駅まで約 40分の距離にあります。 
 

出典：第五次土岐市総合計画 2006～2015 
図 2-1 位置図 
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（３）地勢と自然 

     本市は、東西10.58ｋｍ、南北17.47ｋｍ、面積は116.16ｋ㎡で、その約7割を丘陵
地が占めています。地形は南に高く北に低く、特に南部は急峻な山地となっています。

中央部の丘陵地は、陶土採掘や窯業用燃料として樹木を伐採したため、昭和初期には

はげ山と化していましたが、その後約50年間にわたり治山事業が続けられ、現在は緑
豊かな丘陵が取り戻されています。 

     市街地は、北部を横断する土岐川流域および支流の肥田川、妻木川流域の平坦部に

開け、中央丘陵を環状に取り巻くように形成されています。 
      

（４）気候 

平均気温15℃前後、平均湿度70％と温和な気候であり、年間降水量は1,500ｍｍ程
度、夏季の降水量が多く、降雪は少なくなっています。 
 
 

２．人口動態 

（１）人口及び世帯数 

    本市の人口は、県内で 10位にあたり、県人口に占める割合は、平成 21年度で 2.91％
となっています。 

過去 10年間の人口及び世帯数の推移は表 2-1及び図 2-2に示すとおりです。 
人口は減少傾向に、世帯数は増加傾向を示しています。人口よりも世帯数の増加率

が大きいために 1世帯あたりの人数は緩やかに減少しています。 
 

表 2-1 人口及び世帯数の推移 

項　目 人口（人） 世帯数（世帯） 1世帯あたり人数（人）
平成12年 63,283 19,730 3.21
平成13年 63,035 19,989 3.15
平成14年 62,877 20,213 3.11
平成15年 62,650 20,300 3.09
平成16年 62,606 20,573 3.04
平成17年 62,103 20,278 3.06
平成18年 61,779 20,445 3.02
平成19年 61,462 20,653 2.98
平成20年 61,074 20,858 2.93
平成21年 60,811 21,051 2.89  

出典：岐阜県「岐阜県人口動態統計調査」（各年 10月 1日の値、外国人含まず。） 
  
※ 本計画において、端数処理のため合計があわない場合があります。 
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図 2-2 人口及び世帯数の推移 
 

（２）人口の年齢構成 

本市の年齢構成は、表 2-2、図 2-3及び図 2-4 に示すとおりです。 
年少人口（0～14 歳）と生産年齢人口（15～64 歳）は減少傾向にあり、老年人口

（65 歳以上）は増加しています。 
団塊の世代が多い人口構造となっているため、今後高齢化が急速に進み、子供の人

口が大きく減少していきます。 
 

表 2-2 年齢構成別人口の推移 

単位：人 

項　目  15歳未満  15～64歳  65歳以上 人口

昭和60年 13,710 44,598 7,000 65,308

平成 2年 11,505 44,991 8,444 64,946

平成 7年 10,532 44,525 10,573 65,631

平成12年 9,363 41,207 12,690 63,283

平成17年 8,331 38,964 14,802 62,102

岐阜県(H17) 305,845 1,357,583 442,124 2,105,552  
出典：総務省「国勢調査」 
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図 2-3 年齢構成別人口割合の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」 

図 2-4 人口ピラミッド（平成 21年） 
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３．市街地・集落等の動向 

（１）市街地・集落等の動向 

    本市は、土岐市駅周辺の 41.2haを中心市街地として位置づけ、「土岐市中心市街地
活性化基本計画」に基づき、市街地の整備改善および商業等の活性化を一体的に推進

しています。 
    住宅・住環境については、「土岐市住宅マスタープラン」に基づき、市域を土岐津・

西部丘陵（土岐プラズマ・リサーチパーク）・西陵（下石・妻木）・鶴里・曽木・駄知・

肥田・泉（泉地区の中央自動車道以南）・北部丘陵地域（泉地区の中央自動車道以北）

の 9つの地域に分け、それぞれの地域に応じた整備方針を定めるとともに、高齢化が
進み、居住環境の安全性に対する意識が高まる中、既存ストックを有効に活用しなが

ら、定住人口の確保や高齢者住宅対策、住まいの安全確保に取り組んでいます。 
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４．産業の動向 

（１）産業別就業人口 
本市における産業大分類別就業人口の推移は表 2-3 及び図 2-5 に示すとおりです。

また、平成 13年度から平成 18年度における産業大分類別の事業所数及び従業員数は
表 2-4及び表 2-5に示すとおりです。 
平成 18年度における本市の就業者人口は 26,412人で、5年間で 2,412人の減少と

なっています。 
事業所の従業員数における産業構造をみると、製造業が 33.3％、次いで卸売・小売

業が 24.0％とこの 2業種で就業者数の 5割以上を占めています。 
 
 

表 2-3産業別大分類就業人口の推移 

単位：人 

第1次産業 第2次産業 第3次産業 就業人口

平成13年 39 12,606 16,179 28,824

平成16年 22 10,925 12,537 23,484

平成18年 23 10,374 16,015 26,412

岐阜県(H18) 4,604 309,370 639,299 953,273
 

出典：総務省統計局「事業所・企業統計調査」 
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図 2-5 産業大分類就業人口割合の推移 
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表 2-4  産業大分類別事業所数及びその比率 
単位：事業所   

事業所数 比率(%) 事業所数 比率(%)
農林漁業 1 0.0 3 0.1
鉱業 5 0.1 4 0.1
建設業 358 9.1 346 8.6
製造業 1,274 32.3 1,187 29.5
電気・ガス・熱供給・水道業 － － 3 0.1
情報通信業 7 0.2 9 0.2
運輸業 90 2.3 97 2.4
卸売・小売業 1,060 26.9 1,086 27.0
金融・保険業 35 0.9 34 0.8
不動産業 52 1.3 55 1.4
飲食店，宿泊業 361 9.1 355 8.8
医療，福祉 121 3.1 168 4.2
教育，学習支援業 62 1.6 105 2.6
複合サービス事業 32 0.8 40 1.0
サービス業（他に分類されないもの） 489 12.4 508 12.6

　　公務（他に分類されないもの） － － 24 0.6
合計 3,947 100 4,024 100

産業大分類
平成18年平成16年

 
出典：総務省 事業所・企業統計調査 

 

表 2-5  産業大分類別就業者数及びその比率 
単位：人   

就業者数 比率(%) 就業者数 比率(%)
農林漁業 22 0.1 23 0.1
鉱業 58 0.2 10 0.0
建設業 1,633 7.0 1,568 5.9
製造業 9,234 39.3 8,796 33.3
電気・ガス・熱供給・水道業 － － 42 0.2
情報通信業 25 0.1 63 0.2
運輸業 973 4.1 1,191 4.5
卸売・小売業 5,977 25.5 6,338 24.0
金融・保険業 328 1.4 277 1.0
不動産業 162 0.7 159 0.6
飲食店，宿泊業 1,521 6.5 1,605 6.1
医療，福祉 1,256 5.3 2,283 8.6
教育，学習支援業 241 1.0 1,042 3.9
複合サービス事業 200 0.9 246 0.9
サービス業（他に分類されないもの） 1,854 7.9 2,445 9.3

　　公務（他に分類されないもの） － － 324 1.2
合計 23,484 100 26,412 100

産業大分類
平成16年 平成18年

 
出典：総務省 事業所・企業統計調査 
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（２）農 業 
本市における農家数及び農業人口の推移は図 2-6、平成 17 年度における農業産出

額割合は図 2-7に示すとおりです。 
農業産出額の内訳は、稲作及び畜産を合わせて 80％以上を占めています。 
農家数、農業産出額とも減少傾向にあり、農業従事者の高齢化も進んでいるのが実

情です。 
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出典：農林水産省「世界農林業センサス」、岐阜県「岐阜県統計書」 
 

図 2-6 農家数及び農業人口の推移 
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出典：農林水産省「2005年世界農業センサス」 

 
図 2-7 農業産出額割合（平成 17年度） 
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（３）商 業 
本市における商業の概況は表 2-6及び図 2-8に示すとおりです。 
小売店においては、経営者の高齢化や後継者難もあり、多様化する消費者ニーズに

十分対応できなくなっています。最近では、近隣市へ大型店が出店するなど消費者の

流れも大きく変化しています。 
これらの影響を受けて、事業所数、従業員数及び年間商品販売額は減少傾向を示し

ています。 
 

表 2-6 商業の概況 

計 卸売業 小売業 計 卸売業 小売業 計 卸売業 小売業

平成 3年 1,393 548 845 6,238 3,251 2,987 189,733 126,092 63,641

平成 6年 1,255 500 755 6,865 3,393 3,472 189,278 122,633 66,645

平成 9年 1,208 475 733 6,490 3,210 3,280 182,638 117,712 64,926

平成11年 1,234 493 741 6,903 3,345 3,558 170,450 112,087 58,363

平成14年 1,114 435 679 6,166 2,714 3,452 143,472 87,898 55,574

平成16年 1,047 421 626 5,793 2,553 3,240 132,925 84,148 48,777

平成19年 1,012 365 647 6,202 2,282 3,920 132,636 70,904 61,732

年間商品販売額　（百万円）
項目

事　業　所　数 従　業　者　数　（人）

 
出典：経済産業省「商業統計」、岐阜県「岐阜県統計書」 
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図 2-8 商業の概況 
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（４）工 業 
本市における工業の概況は表 2-7及び図 2-9に示すとおりです。 
製造品出荷額は横ばい傾向を、事業所数及び従業員数は減少傾向を示しています。 

 
表 2-7 工業の概況 

項　目
事業所数
（事業所）

従業員数
（人）

製造品出荷額
（百万円）

平成 12年 1,377 10,195 12,804,880
平成 13年 1,304 10,055 11,887,596
平成 14年 1,236 9,553 13,032,318
平成 15年 1,175 9,209 12,380,053
平成 16年 499 7,239 11,552,747
平成 17年 522 7,504 12,187,950
平成 18年 459 7,353 12,370,669
平成 19年 433 7,329 14,034,994
平成 20年 458 7,376 13,741,420  

出典：経済産業省「工業統計」（4人以上）  
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図 2-9 工業の概況 
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５．関連計画 

（１）岐阜県廃棄物処理計画 
岐阜県は平成 20年 1月に「岐阜県廃棄物処理計画」を改訂し、その中で、市町村

の役割として、一般廃棄物処理計画の策定、発生抑制、排出抑制、再資源化の推進、

リサイクル製品の率先使用、情報公開の推進等下記の内容を示しています。 
 

【発生量の抑制と資源化の推進】 
◎ 一般廃棄物の減量に関し、住民の自主的な活動の促進を図ります。 
○ 自ら廃棄物の発生抑制、排出抑制、再資源化の推進に努め、リサイクル製品の

調達を率先して行います。 
○ 一般廃棄物の有料化の導入又は見直しを推進します。 

 
【適正処理の推進と不適正処理の防止】 

◎ 一般廃棄物の発生抑制のための方策や適正処理に関する基本的事項等を定めた
一般廃棄物処理計画を策定し、一般廃棄物処理計画に従って、一般廃棄物を生

活環境上支障が生じないように収集し、運搬し、処分します。 
○ 一般廃棄物処理業の許可、変更許可及び取消しを適切に行うとともに、一般廃棄
物処理業者、事務所、事業場へ適切な指導を行います。 

○ 「岐阜県ごみ処理広域化計画」に基づき、他の市町村との連携等による広域化の
取組みを推進し、一般廃棄物の効率的な循環的利用、処分しなければならない

ものについて適切な中間処理及び最終処分の確保に努めます。運営においては、

必要に応じて有料化やＰＦＩの活用を検討します。 
○ 災害廃棄物処理計画を作成することにより、災害発生時における廃棄物の適正か
つ円滑な処理体制を確保します。 

○ 一般廃棄物の処理に関する事業の実施にあたっては、職員の資質の向上、施設の
整備及び作業方法の改善を図る等、その能率的な運用に努めます。 

○ 不法投棄等への監視・指導を行い、不適正処理の未然防止と早期発見に努めます。 
 
【廃棄物に関する情報公開の推進及び普及啓発】 
◎ 廃棄物処理施設に対する信頼性を高める上で、住民に対して、現在稼動中の施設
に関する情報を積極的に公開します。 

◎ 廃棄物の抑制及び適正処理を確保するため、住民及び事業者の意識の啓発を図り
ます。 

○ 環境教育・環境学習の推進やごみ減量、再資源化についてのアイディアや意見を
聴取したり、情報提供に努めます。 
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 （２）総合計画 
本市では「土岐市第五次総合計画」を策定し、「“緑、美濃焼、先端技術”みんなで

創る快適・交流都市」をめざす将来都市像として、基本構想、基本計画、実施計画の

展開を掲げています。 

また、基本目標のひとつとして、「安全 ～潤いと安らぎのあるまち～」を掲げ、

基本計画の中で、廃棄物処理・リサイクルの推進として、ごみの適正処理、ごみの減

量化とリサイクルの推進及び産業廃棄物の処理を施策の展開として掲げています。 

 

 
 

出典：第五次土岐市総合計画 2006～2015 
図 2-10 将来都市像のイメージ図  
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（３）将来計画 

    土地利用構想として、地域を住居ゾーン、商業ゾーン、研究開発・産業ゾーン及び

自然・緑化ゾーンによる分けと、拠点・ネットワーク形成として、中心交流拠点、研

究交流拠点、自然・観光交流拠点、自然・複合交流拠点、交流ネットワークを基盤に

市民一人ひとりがゆとりと潤いを実感できる都市の構築を目指しています。 

    将来都市像に基づき掲げた「参画～自立と協働のまち～」「活力～元気を生み出す

まち～」「育成～豊かな心を育むまち～」「安心～みんなの笑顔が輝くまち～」「安全

～潤いと安らぎのあるまち～」「創出～ゆとりを実感できるまち～」の６つの基本目

標の実現に向け施策を進めています。 

 

 
 

出典：第五次土岐市総合計画 2006～2015 
図 2-11 土地利用構想図  
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-第３章 ごみ処理基本計画                      。 
 

１．ごみ処理の現状及び課題 

（１）ごみ処理フロー 

平成 22年度における本市のごみ処理フローは、図 3-1に示すとおりです。 
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図 3-1 ごみ処理フロー（平成 22年度） 
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（２）ごみ処理体制 

① ごみの資源化 

収集前段階における資源化を促進するため、自治会に対しては、減量化・資源化

事業促進奨励金制度による資源回収、小中学校のＰＴＡ等の公的団体に対しては、

集団回収奨励金制度による集団回収を行ってきました。 

集団回収量は表 3-1及び図 3-2に示すとおりですが、年々回収量が減少していま
す。 

 

表 3-1 集団回収量 

単位：ｔ

H17 H18 H19 H20 H21

集団回収 1,718.1 1,711.3 1,592.0 1,557.2 1,415.3

リターナブル瓶類 11.8 10.9 9.2 8.6 6.9

缶　類 9.2 9.2 8.7 9.0 8.4

紙　類 1,589.8 1,587.5 1,468.4 1,440.8 1,307.8

繊維類 107.3 103.7 105.8 98.7 92.3
＊　端数処理のため合計は一致せず。

年度
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    図 3-2 集団回収量の推移 
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② 分別区分 

分別区分は表 3-2に示すとおりです。 
 

表 3-2 分別区分（平成 22年度） 

ごみの区分

生ごみ・台所ごみ

プラスチックごみ 洗剤などの容器・発泡スチロールなど

ＣＤ・ＤＶＤ

木くず・木製品

紙くず

ゴム・革製品のごみ

布団・毛布・ジュータン

金属くず スプレー缶・やかん・フライパンなど

ガラスくず 飲食用びん以外のガラス・ガラス製品

陶磁器くず

家電製品（小型） 扇風機、カセットラジオなど

小型掃除機

小型モーター

木製以外の家庭用品・器具 置き時計、ポット

鏡

乾電池

ジュース・ビールなどのふた

リターナブル瓶類 一升びん、ビールびん、ジュース・コーラびん

雑びん類
ドリンクびん、酒びん、調味料びん等、飲食用の
びん

缶類
ジュースやビール、缶詰などの飲食用の缶(4L程度
まで）

紙類
新聞　雑誌類（雑誌・チラシ・包装紙）
ダンボール類（ダンボール、食品・菓子などの紙
箱）　牛乳パック

繊維類 古着、布きれ、ぼろ布

ペットボトル
　　マークがついているもの（飲料用、酒類用、
　　しょうゆ用）

粗大ごみ
（月１回の指定の日）

家電リサイクル法
対象品

パソコン

多量なごみ
引っ越しやかたづけ、庭木の手入れなど一時的に
多量に出るごみ

事業から出る一般廃棄物 会社・商店など

産業廃棄物

市で収集・処理
できないもの

 出典：土岐市平成２２年度収集カレンダー

市のごみ
ステーションに
出せないごみ

タイヤ　バッテリー　スプリング入りマットレス・ソファー　バイク　温水器
薬品・農薬　消火器　塗料・オイルの入った缶
※その他農機具・ガスボンベ・ドラム缶・大型モーター・エンジンなど、処理が
困難・危険なもの

冷蔵庫・冷凍庫　エアコン　液晶テレビ　プラズマテレビ　ブラウン管テレビ
衣類乾燥機　洗濯機

自転車　金属製の家具・器具（中型）　電子レンジ　オーブン　ストーブ

燃えるごみ
（週２回）

ごみの種類

燃えないごみ
（月２回）

資源回収
（月１回）
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③ 収集・運搬 

ごみの収集・運搬体制は表 3-3に示すとおりです。 
 

 

表 3-3 収集・運搬体制（平成 22年度） 

項目 
収集 

形態 
収集方法 箇所数 収集頻度 収集車 収集容器

燃えるごみ 直営 ステーション 899 週 2回 4ｔパッカー車 7台 指定袋 

燃えないごみ 直営 ステーション 899 月 2回 4ｔパッカー車 2台 指定袋 

資

源

回

収 

リターナブル 

瓶類 
直営 ステーション 492 月 1回 4ｔパッカー車 2台 コンテナ

雑びん類 直営 ステーション 492 月 1回 4ｔパッカー車 2台 コンテナ

缶 類 直営 ステーション 492 月 1回 4ｔパッカー車 2台 網かご 

紙 類 直営 ステーション 492 月 1回 4ｔパッカー車 2台 紐結束 

繊維類 直営 ステーション 492 月 1回 4ｔパッカー車 2台 指定袋 

ペットボトル 直営 ステーション 492 月 1回 4ｔパッカー車 2台 網かご 

粗大ごみ 直営 ステーション 899 月 1回 
 4ｔﾊﾟﾜｰｹﾞｰﾄ式 

貨物 2台   
－ 
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④ 中間処理施設の概要 

燃えるごみは、環境センターにおいて、焼却処理が行われています。 

資源物は環境センター資源化施設へ搬入され缶類、ペットボトルについては選

別・圧縮されて資源化業者に引き渡されています。その他の資源物は、それぞれ業

者の中間処理施設で資源化が実施されています。 
 

表 3-4 中間処理施設の概要 

 土岐市環境センター
 岐阜県土岐市泉町久尻1532番地の1の1
 17,600ｍ2

 70ｔ/日（23.3ｔ/8ｈ×3炉）
 機械化バッチ燃焼方式
 焼却施設　　　     　1,545ｍ2

 計量棟　　　　　　  　63ｍ2

 業務棟　　　　　　　270ｍ2

 車庫倉庫棟　　　　　847ｍ2

 資源化施設　　　　　218ｍ2

 減容施設　　　　　　101ｍ2

 ストックヤード　　　446ｍ2

処 理 能 力

処 理 方 式

建 築 面 積

区 分

施 設 名 称

所 在 地

敷 地 面 積

 
 
⑤ 最終処分場の概要 

燃えないごみ、粗大ごみ及び焼却残渣等は、最終処分場にて埋立処分しています。 

 
表 3-5 最終処分場の概要 

項 目

施 設 名 称

所 在 地

全 体 面 積

管理型 安定型 合　計

 52,500ｍ２ 56,500ｍ2  109,000ｍ2

埋 立 容 量 532,000m3 375,000m3 907,000m3

残 余 容 量 274,834m3 249,433m3 524,267m3

埋立期間(届出期間)

埋 立 方 法

内　　　　容

 土岐市最終処分場
 岐阜県土岐市泉町久尻字長湫及び字滝ヶ洞地内

 153,000ｍ2

 陶磁器くず、建設廃材
埋 立 ご み の 種 類

埋 立 面 積

 平成元年６月～平成３４年３月
 サンドイッチ方式
 燃えないごみ、粗大ごみ、焼却残渣、汚泥

 
    ※残余容量は、平成 22年 3月 31日現在 
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（３）ごみ処理の実績 

① ごみ区分の定義 

本計画におけるごみに関する用語の定義は、図 3-3に示すとおりとします。 
本計画では、住民及び事業者等によって排出される全ての不用物の量を「ごみ発

生量」とします。 

しかし、事業者独自の資源回収・処理や住民による自家処理（生ごみの減量化等）

によって資源回収等がなされているもの等（潜在ごみ）については、実数として捉

えることが困難なことから、これを除いたものを「ごみ総排出量」とします。 

次に、「ごみ総排出量」から、本市のごみ処理施設等で処理を行わない集団回収

によって集められた資源を除いたものを「ごみ排出量」とします。 

「ごみ排出量」のうち、本市の家庭から排出されたものを家庭系ごみ、事業所や

公共施設から排出されたごみを事業系ごみとします。 

また、家庭系ごみについては収集方式の違いにより、収集ごみ及び直接搬入ごみ

に分類します。 

 

 

事業者独自の資源回収・処理
自家処理（生ごみ減量化等）等

集団回収により回収された資源量

収集

直接搬入

事業系ごみ 直接搬入 主に事業所から排出されるごみ量

主に家庭から排出されるごみ量家庭系ごみ

資源集団回収

潜在ごみ
（数値の把握が困難なもの）

ご
み
排
出
量

ご
み
総
排
出
量

ご
み
発
生
量

 
 

図 3-3 ごみ区分の定義 
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② ごみ総排出量の推移 

過去 5年間のごみ総排出量の推移は、表 3-6に示すとおりです。 
平成 18年度をピークにごみ総排出量は、年々減少傾向にあります。 
 

表 3-6 ごみ総排出量の推移 

ｔ/年

H17 H18 H19 H20 H21
 計画収集人口 64,119 63,800 63,481 63,110 62,861
 １人１日平均排出量 1,042 1,076 1,059 1,055 1,027
 ごみ総排出量 24,396.9 25,052.4 24,595.0 24,310.2 23,555.7
 収集ごみ 16,435.7 17,244.6 16,923.2 16,405.9 16,191.5

 燃えるごみ 12,937.3 13,545.6 13,422.4 13,080.5 12,979.8
 燃えないごみ 1,149.8 1,196.7 1,064.8 1,009.9 996.8
 資源回収 2,297.8 2,447.4 2,385.9 2,270.6 2,177.7
 リターナブル瓶類 9.5 8.1 5.1 2.7 2.1
 雑びん類 453.7 475.4 444.7 424.3 408.3
 缶　類 198.0 197.6 195.2 180.9 178.3
 紙　類 1,462.5 1,519.5 1,510.2 1,438.1 1,355.7
 繊維類 40.9 62.9 67.2 59.5 61.3
 ペットボトル 115.0 164.2 147.0 156.7 154.3
 店　頭 18.2 19.8 16.5 8.5 17.8

 粗大ごみ 50.8 54.9 50.1 44.9 37.2
 直接搬入ごみ 6,243.1 6,096.5 6,079.8 6,347.1 5,949.0

 燃えるごみ 5,670.5 5,607.4 5,591.3 5,642.1 5,499.0
 燃えないごみ 572.6 489.1 488.5 705.0 450.0

 集団回収 1,718.1 1,711.3 1,592.0 1,557.2 1,415.3
 リターナブル瓶類 11.8 10.9 9.2 8.6 6.9
 缶　類 9.2 9.2 8.7 9.0 8.4
 紙　類 1,589.8 1,587.5 1,468.4 1,440.8 1,307.8
 繊維類 107.3 103.7 105.8 98.7 92.3

項　　　目

 

※端数処理のため合計は一致せず。 
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③ １人１日ごみ総排出量の推移 

過去 5年間の１人１日ごみ総排出量の推移は、表 3-7及び図 3-6に示すとおりで
す。 

平成 18年度をピークに人口１人１日ごみ総排出量は僅かに減少しています。 
 

表 3-7 １人１日ごみ総排出量の推移 

H17 H18 H19 H20 H21
 計画収集人口 （人） 64,119 63,800 63,481 63,110 62,861
 人口１人ごみ総排出量 （g/人・日) 1,042 1,076 1,059 1,055 1,027
   内生活系ごみ （g/人・日) 775 814 799 777 767
   内事業系ごみ （g/人・日) 267 262 260 278 260
 燃えるごみ （ｔ/年） 18,607.8 19,153.0 19,013.7 18,722.6 18,478.8
 燃えないごみ （ｔ/年） 1,722.4 1,685.8 1,553.3 1,714.9 1,446.8
 資源回収 （ｔ/年） 2,297.8 2,447.4 2,385.9 2,270.6 2,177.7
 粗大ごみ （ｔ/年） 50.8 54.9 50.1 44.9 37.2
 集団回収 （ｔ/年） 1,718.1 1,711.3 1,592.0 1,557.2 1,415.3
 ごみ総排出量 （ｔ/年） 24,396.9 25,052.4 24,595.0 24,310.2 23,555.7

区　　分

 

※端数処理のため合計は一致せず。 
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図 3-6 １人１日ごみ排出量の推移 
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④ 資源化量及び資源化率の推移 

本市において、資源回収、集団回収、安定型より持出し及び直搬資源物（以下「資

源化量」という。）がリサイクルされています。過去 5年間の資源化量及び資源化率
の推移は、表 3-8及び図 3-7に示すとおりです。 

 
表 3-8 資源化量及び資源化率の推移 

t/年  

H17 H18 H19 H20 H21
資源回収 2,297.8 2,447.4 2,385.9 2,270.6 2,177.7
リターナブル瓶類 9.5 8.1 5.1 2.7 2.1
雑びん類 453.7 475.4 444.7 424.3 408.3
缶　類 198.0 197.6 195.2 180.9 178.3
紙　類 1,462.5 1,519.5 1,510.2 1,438.1 1,355.7
繊維類 40.9 62.9 67.2 59.5 61.3
ペットボトル 115.0 164.2 147.0 156.7 154.3
店　頭 18.2 19.8 16.5 8.5 17.8
集団回収 1,718.1 1,711.3 1,592.0 1,557.2 1,415.3
リターナブル瓶類 11.8 10.9 9.2 8.6 6.9
缶　類 9.2 9.2 8.7 9.0 8.4
紙　類 1,589.8 1,587.5 1,468.4 1,440.8 1,307.8
繊維類 107.3 103.7 105.8 98.7 92.3
安定型より持出し 176.9 198.6 161.8 163.1 144.7
直搬　資源物 － － － － 425.3

4,192.8 4,357.3 4,139.8 3,990.9 4,162.9
24,396.9 25,052.4 24,595.0 24,310.2 23,555.7

17.2 17.4 16.8 16.4 17.7

資
源
化
量

項目

合　　　　計

ごみ総排出量

資源化率　（％）  
     注１：資源化率＝資源化量÷ごみ総排出量×100 

    ※端数処理のため合計は一致せず。 
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図 3-7 資源化量及び資源化率の推移 
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⑤ ごみ焼却施設での実績 

市内から排出された燃えるごみは、焼却施設で焼却処理されています。焼却残渣

については、全量が最終処分場で埋立処分されています。 
過去 5年間のごみ焼却施設での実績は、表 3-9及び図 3-8に示すとおりです。 
 
 

表 3-9 ごみ焼却施設での実績 

H17 H18 H19 H20 H21
焼却処理量 （ｔ/年） 19,116.0 19,639.3 19,489.9 19,031.5 18,827.5
焼却残渣量 （ｔ/年） 2,378.4 2,524.3 2,556.8 2,619.4 2,615.6
減量化率 （％） 12.4 12.9 13.1 13.8 13.9

項目

 
  注１：焼却残渣量は、焼却灰と飛灰の合計を示す。 
   ２：減量化率＝焼却残渣量÷焼却処理量×１００ 
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図 3-8 ごみ焼却施設での実績 
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⑥ 最終処分の実績 

過去 5年間の最終処分の実績は、表 3-10及び図 3-9に示すとおりです。 
市内から排出された、燃えないごみ、粗大ごみ、建設廃材、焼却残渣、汚泥及び

陶磁器くず等は、最終処分場で埋立処分されています。 

最終処分量は、平成 21 年度に大きく減少しています。特に産業廃棄物量の減少
が大きい状況です。 

 

表 3-10 最終処分量の推移 

H17 H18 H19 H20 H21
燃えないごみ （ｔ/年） 1,722.4 1,685.8 1,553.3 1,714.9 1,446.8
粗大ごみ （ｔ/年） 50.8 54.9 50.1 44.9 37.2
産業廃棄物 （ｔ/年） 6,850.8 7,364.5 6,935.0 7,666.5 5,671.8
焼却残渣 （ｔ/年） 2,378.4 2,524.3 2,556.8 2,619.4 2,615.6
合計（最終処分量） （ｔ/年） 11,002.4 11,629.5 11,095.2 12,044.7 9,771.4
ごみ総排出量 （ｔ/年） 24,396.9 25,052.4 24,595.0 24,310.2 23,555.7
最終処分率 （％） 17.0 17.0 16.9 18.0 17.4

項　　　目

 
注１：最終処分率＝最終処分量（産業廃棄物を除く）÷ごみ総排出量×１００ 
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図 3-9 最終処分量と最終処分率の推移 
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⑦ ごみの性状 

過去 5年間のごみ質分析結果は、図 3-10～図 3-12に示すとおりです。 
燃えるごみの三成分（水分、灰分、可燃分）の過去 5年間の平均値をみると、水
分が 46.6%、灰分が 7.2%、可燃分が 46.2％です。また、低位発熱量の過去 5年間の
平均値は、7,540kJ/kg です。 
燃えるごみの種類組成における過去 5 年間の平均値をみると、紙・布類が 48.4%
で最も多くなっています。 

燃えないごみの種類組成における過去 5年間の平均値で最も多いのは、不燃物類
の 79.4％となっています。なお、この不燃物類のうち約 6割程度は、鉄、アルミ及
び小型家電など再生利用可能なもので占められています。 

燃えるごみ、燃えないごみともに、季節による性状の変化は特に認められない状

況です。 
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図 3-10 燃えるごみの三成分、低位発熱量の推移 



第3章 ごみ処理基本計画 

 

 - 29 -

 

0

20

40

60

80

100

春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

％

紙・布類 ビニール・合成樹脂・ゴム・皮革類

木・竹・わら類 厨芥類

不燃物類 その他

 
図 3-11 燃えるごみの種類組成 
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図 3-12 燃えないごみの種類組成 
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（４）ごみ処理の評価 

本市における一般廃棄物処理体系について、環境負荷を出来るだけ低減する「循環

型社会づくり」という面から見た処理体系の水準及び処理体系の「費用対効果」から

評価を行いました。 

特に、「循環型社会づくりという面から見た処理体系の水準」に係る評価軸につい

ては、第 2次循環型社会形成推進基本計画において社会におけるものの流れ全体を把
握する物質フロー指標として 3つの指標（資源生産性、循環利用率及び最終処分量）
が設けられていること及び廃棄物処理法基本方針において減量化の目標として3つの
目標値（排出量、再生利用量及び最終処分量）が設けられていることを考慮しました。 

客観的な評価の方法は、標準的な評価項目について数値化し、当該数値について、

「類似団体の平均値を基準値とした比較による評価」を評価項目の基準値としました。 

なお、基準値の算出は「市町村一般廃棄物処理システム評価支援ツール（平成 20
年度実績版）」より抽出した、本市と同規模の都市の平均値を用いています。 

本市の評価値は、平成 20年度の実績値と評価項目の基準値を 100としたときの指
標値の比率（指数）で表しています。 
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図 3-13 一般廃棄物処理体系の評価 
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① 一般廃棄物の発生 《 循環型社会づくり 》 

本市における平成 20年度の人口１人１日平均排出量は 1.055kg/人･日であり、平
成 22年度における国の目標値である 1.056kg/人･日を満足しています。 
「市町村一般廃棄物処理システム評価支援ツール（平成 20年度実績版）」より抽
出した、本市と同規模の都市の平均値 1.017kg/人・日を基準値とした評価値は 96.3
となり、排出量削減の努力が必要です。 

 
表 3-11 人口１人１平均排出量の比較 

単位：kg/人・日

人口
土岐市 63,110 1,055

ＩＢ県KS市 65,823 956
SI県TT市 69,801 1,024
SI県KS市 68,373 1,067
SI県YS市 78,613 1,114
SI県HT市 56,364 943
IS県KG市 74,708 1,250
FU県SB市 67,632 1,061
YM県KI市 72,848 921
GF県HS市 66,124 939
AI県TU市 66,000 1,032
AI県HK市 70,010 1,132
AI県IN市 75,865 937
AI県TI市 65,449 1,020
AI県TY市 66,176 935
AI県KY市 57,326 841
AI県KT市 79,392 1,012
SG県OU市 69,595 1,034
SG県MO市 75,141 991
SG県RI市 63,101 913
OU府KS市 73,892 977
OK県TM市 66,741 1,090
YM県SM市 55,493 1,104
YM,県SY市 66,223 1,112
FO県GY市 71,937 965

68,229 1,017

平成20年度市町村名

同
規
模
の
都
市

平均  
※１人１日平均排出量＝ごみ総排出量÷計画収集人口÷３６５日又は３６６日 

一般廃棄物の発生量

最大値 1,250

平均値 1,017

最小値 841

土岐市 1,055

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1

kg/人・日

 
図 3-14 人口１人１日平均排出量の比較 
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② 一般廃棄物の再生利用 《 循環型社会づくり 》 

本市における再生利用率は 16.4％であり、平成 22年度における国の目標値であ
る 24％に対して未達の状況となります。 
「市町村一般廃棄物処理システム評価支援ツール（平成 20年度実績版）」より抽
出した、本市と同規模の都市の平均値 20.0％を基準値とした評価値は 81.8となり、
再生利用のさらなる促進が必要です。 

 
表 3-12 再生利用率の比較 

単位：％
人口 平成20年度

土岐市 63,110 0.164
ＩＢ県KS市 65,823 0.132
SI県TT市 69,801 0.291
SI県KS市 68,373 0.228
SI県YS市 78,613 0.128
SI県HT市 56,364 0.180
IS県KG市 74,708 0.137
FU県SB市 67,632 0.193
YM県KI市 72,848 0.187
GF県HS市 66,124 0.284
AI県TU市 66,000 0.210
AI県HK市 70,010 0.169
AI県IN市 75,865 0.260
AI県TI市 65,449 0.142
AI県TY市 66,176 0.289
AI県KY市 57,326 0.236
AI県KT市 79,392 0.201
SG県OU市 69,595 0.121
SG県MO市 75,141 0.293
SG県RI市 63,101 0.286
OU府KS市 73,892 0.058
OK県TM市 66,741 0.180
YM県SM市 55,493 0.284
YM,県SY市 66,223 0.200
FO県GY市 71,937 0.157

68,229 0.200

市町村名

同
規
模
の
都
市

平均  
※再生利用率＝資源化量÷ごみ総排出量 

一般廃棄物の再生利用

最大値 0.293

最小値 0.058

平均値 0.200

土岐市 0.164

0.000

0.050

0.100

0.150

0.200

0.250

0.300

0.350

1

％

 
図 3-15 再生利用率の比較 
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③ 一般廃棄物最終処分 《 循環型社会づくり 》 

本市における廃棄物のうち最終処分されるものの割合（最終処分率）は、0.180
ｔ/ｔであり「市町村一般廃棄物処理システム評価支援ツール（平成 20年度実績版）」
より抽出した、本市と同規模の都市の平均値 0.101ｔ/ｔを基準値とした評価値は
21.2となり、大幅な最終処分量削減の努力が必要です。 

 
表 3-13 最終処分率の比較 

単位：t/t
人口 平成20年度

土岐市 63,110 0.180
ＩＢ県KS市 65,823 0.028
SI県TT市 69,801 0.025
SI県KS市 68,373 0.042
SI県YS市 78,613 0.096
SI県HT市 56,364 0.008
IS県KG市 74,708 0.155
FU県SB市 67,632 0.110
YM県KI市 72,848 0.086
GF県HS市 66,124 0.030
AI県TU市 66,000 0.094
AI県HK市 70,010 0.132
AI県IN市 75,865 0.100
AI県TI市 65,449 0.146
AI県TY市 66,176 0.103
AI県KY市 57,326 0.122
AI県KT市 79,392 0.138
SG県OU市 69,595 0.129
SG県MO市 75,141 0.109
SG県RI市 63,101 0.045
OU府KS市 73,892 0.132
OK県TM市 66,741 0.175
YM県SM市 55,493 0.096
YM,県SY市 66,223 0.064
FO県GY市 71,937 0.172

68,229 0.101

市町村名

同
規
模
の
都
市

平均  
※最終処分率＝最終処分量÷ごみ総排出量 

一般廃棄物最終処分

最大値 0.180

平均値 0.101

最小値 0.008

土岐市 0.180

0.000

0.040

0.080

0.120

0.160

0.200

1

t/t

 
図 3-16 最終処分率の比較 
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④ 人口１人あたりの処理費用《 費用対効果 》 

本市における人口１人あたりの処理費用は、6,783円/ｔであり「市町村一般廃棄
物処理システム評価支援ツール（平成 20年度実績版）」より抽出した、本市と同規
模の都市の平均値 11,853円/ｔを基準値とした評価値は 142.8となり、大変良好な
結果となりました。 

 
表 3-14 人口１人あたりの処理費用の比較 

単位：(円/人･年)
人口

土岐市 63,110 6,783
ＩＢ県KS市 65,823 9,661
SI県TT市 69,801 9,478
SI県KS市 68,373 10,724
SI県YS市 78,613 12,438
SI県HT市 56,364 15,555
IS県KG市 74,708 13,669
FU県SB市 67,632 11,415
YM県KI市 72,848 8,796
GF県HS市 66,124 12,407
AI県TU市 66,000 11,549
AI県HK市 70,010 15,953
AI県IN市 75,865 10,394
AI県TI市 65,449 11,362
AI県TY市 66,176 9,793
AI県KY市 57,326 15,766
AI県KT市 79,392 14,258
SG県OU市 69,595 11,411
SG県MO市 75,141 12,370
SG県RI市 63,101 12,849
OU府KS市 73,892 13,160
OK県TM市 66,741 11,144
YM県SM市 55,493 14,904
YM,県SY市 66,223 8,109
FO県GY市 71,937 12,380

68,229 11,853

平成20年度市町村名

同
規
模
の
都
市

平均  
人口１人当りの処理経費＝廃棄物処理に要する総費用÷計画収集人口 

人口１人当たりの処理経費

最大値 15,953

最小値 6,783

平均値 11,853

土岐市 6,783

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

1

円/人･年

 
図 3-17 人口１人あたりの処理費用の比較 
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⑤ 最終処分減量に要する費用《 費用対効果 》 

本市における最終処分減量に要する費用は、31,993 円/ｔであり「市町村一般廃
棄物処理システム評価支援ツール（平成 20年度実績版）」より抽出した、同規模の
都市の平均値 32,668円/ｔを基準値とした評価値は 102.1となり、良好な結果とな
りました。 

 
表 3-15 最終処分減量に要する費用の比較 

単位：円/ｔ 
人口 平成20年度

土岐市 63,110 31,993
ＩＢ県KS市 65,823 27,357
SI県TT市 69,801 23,297
SI県KS市 68,373 25,688
SI県YS市 78,613 30,064
SI県HT市 56,364 43,974
IS県KG市 74,708 34,124
FU県SB市 67,632 31,800
YM県KI市 72,848 25,922
GF県HS市 66,124 33,496
AI県TU市 66,000 28,135
AI県HK市 70,010 39,767
AI県IN市 75,865 31,360
AI県TI市 65,449 32,030
AI県TY市 66,176 30,531
AI県KY市 57,326 43,611
AI県KT市 79,392 41,510
SG県OU市 69,595 34,438
SG県MO市 75,141 35,358
SG県RI市 63,101 39,650
OU府KS市 73,892 41,229
OK県TM市 66,741 31,684
YM県SM市 55,493 37,030
YM,県SY市 66,223 19,839
FO県GY市 71,937 22,806

68,229 32,668

同
規
模
の
都
市

平均

市町村名

 
最終処分減量に要する費用＝最終処分減量に要する総費用÷（ごみ総排出量－最終処分量） 

最終処分減量に要する費用

最大値 43,974

最小値 19,839

平均値 32,668 土岐市 31,993

0

15,000

30,000

45,000

60,000

1

円/t

 
図 3-18 最終処分減量に要する費用の比較 
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（５）ごみ処理の課題 

① 排出抑制 

１人１日平均排出量は、減少傾向にありますが、同規模都市と比較すると若干多

い排出量であることから、削減に努める必要があります。 

ごみ総排出量の 80％近くを燃えるごみが占めていることから、燃えるごみを主
対象として減量・資源化に努めることが重要となります。 

      分別の徹底により、資源物（古紙・布類、ペットボトル等）の燃えるごみへの混

入防止や水分を多く含む厨芥類の減量に努める必要があります。 

 

② 収集・運搬 

  燃えるごみ、燃えないごみの中に資源物（古紙・布類、缶、ダンボール等）の混 
 入が認められることから、ごみ分別排出の徹底が必要です。ごみ分別排出の徹底に

ついては、現状の収集頻度の見直しも効果的となります。 
  また、燃えないごみに含まれる、蛍光管、乾電池、体温計などの有害物の分別排

出の検討も必要となります。 
 

③ 中間処理 

   将来的にごみ減量化が進むことにより、焼却処理量も減少していくことが予想さ

れます。このため、焼却施設の処理能力に対して焼却処理量が過少となる場合の最

適な運転方法の検討が必要となります。 

 

④ 最終処分 

当市の最終処分率は、同規模都市と比較すると突出して高いものとなっています。

現状より大幅に最終処分量の減量に努める必要があります。 

      燃えないごみ、粗大ごみはすべて埋立処分されていることから、少しでも埋立処

分量を削減するために、燃えないごみ、粗大ごみ中に含まれる、鉄・アルミ・小型

家電等の有価物をより多く持出しする必要があります。 

  

⑤ 再生利用 

再生利用率が低下している状況にあります。資源物の分別徹底による資源化推進

への努力が必要となります。 
また、当市の実施する資源物の収集頻度は、月 1回の収集であり、十分な収集頻
度であるとは言えません。月１回のごみ出しを逃すと他にごみを出す場所が無いた

め、さらに１ヶ月間家庭内でごみを保有することになります。資源物の分別徹底の

ためにも収集回数の増加を検討する必要があります。 
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⑥ 処理経費 

      人口１人当りの処理経費は、同規模都市と比較すると最も安価であり、効率的な

処理が行われています。将来においても、極力、現状の処理体系を維持することが

必要となります。 
 

⑦ 不法投棄対策 

不法投棄対策として監視活動を行っていますが、夜間に市外からの持込があり、

山麓部では不法投棄を監視することが大変困難となっています。 

現在は月に 2，3 件の通報があり、その都度対応していますが、現段階では不法
投棄をなくす有効な手段が見つからず、苦慮している状況です。 

また、家電リサイクル品目の追加や地上デジタル放送の開始に伴うテレビの大量

廃棄が予想されるために、更なる不法投棄対策が必要となります。 

 

⑧ 情報発信と具体的な行動 

本市では、ごみに関する情報は、ごみカレンダーの他、ホームページならびに広

報に掲載をしていますが、ごみ処理の流れや処理コストなど、ごみ処理行政に関す

る情報が不足しています。 

住民への説明責任を果たし、環境意識の高揚を図るため、ごみに関する情報の内

容及び量の充実を図る必要があります。 
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２．ごみ処理行政の動向 

平成 22年 6月に閣議決定された「新成長戦略」においては、環境保全など社会・経済
が抱える課題の解決を新たな需要や雇用創出のきっかけとして、それを経済の成長につな

げる「課題解決型」の国家戦略という考え方が示されました。 
環境省において平成 20年 3月には循環型社会形成推進基本法に基づく第 2次循環型社

会形成推進基本計画が改定されました。この計画では以下に示す７つの内容を充実・強化

し、循環型社会の形成が一層推進されています。 
 
 

温室効果ガス排出
量の大幅削減

低炭素社会

　 ３Ｒを通じた
　 資源循環

循環型社会

　
　 自然の恵みの
　 享受と継承

自然共生社会

生態系と
環境負荷

気候変動と
エネルギー・資源

気候変動と
生態系

　地球生態系と共生
　して、持続的に成
　長発展する経済社
会の実現

持続可能な社会

 
図 3-19 持続可能な社会に向けた総合的な取り組み 

 
 
 

① 環境の保全を前提とした循環型社会の形成 

② 循環型社会と低炭素社会・自然共生社会への取り組みの統合 

③ 地域再生にも寄与する「地域循環圏」の構築 

④ 数値目標の拡充に加え、補助目標やモニタリング指標を導入 

⑤ 各主体が連携・協働した３Ｒの取り組み 

⑥ ３Ｒの技術とシステムの高度化 

⑦ 国際的な循環型社会形成に向けた我が国の主導的な役割 

第２次循環型社会形成推進基本計画のポイント
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市町村における一般廃棄物の処理においても、平成 20年 6月に環境省廃棄物対策課よ
り発出されたごみ処理基本計画策定通知では、平成 19年 6月に提示された「一般廃棄物
会計基準」、「市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針」

及び「一般廃棄物有料化の手引き」を活用し、地域住民への情報開示を行い、理解と協力

を得ながら３Ｒ化改革を進めるべきであるとされており、以下の３つのポイントが示され

ています。 
 
 
 
① 環境保全の重要性 

廃棄物処理法の目的は「生活環境の保全と公衆衛生の向上」であり、市町村の一般

廃棄物行政においても環境保全を前提とし、国民の安全・安心が確保されることを軸

としての循環型社会の形成を推進する。 

② 市町村一般廃棄物処理責任の性格 

市町村は一般廃棄物の処理において統括的な責任を有し、自ら処理を行う場合はも

とより、他社に委託して処理を行わせる場合でも、その行為の責任は引き続き市町村

が有する。 

③ 一般廃棄物処理計画の策定及び適用 

ごみ排出量の傾向や環境保全の重要性等も踏まえ、一般廃棄物処理計画策定及び適

用にあたっては長期的展望を持って対処するとともに、区域内のごみ排出量の見込み

に対応した適正規模の処理施設や体制とする。 

 
 
廃棄物の減量化・資源化は、このような「循環型社会の形成」を通じて、現代社会の最

大の問題の１つである気候変動の原因である二酸化炭素の削減、あるいは地方行政の課題

の１つである財政支出の削減に寄与するものであり、これらの観点からもそれぞれの地域

において自立的な「循環型社会の形成」が求められています。 
地方自治体におけるごみ処理行政においては、国や都道府県の設定した削減目標を視野

に入れつつも、住民や事業者とともに対話に基づいて施策方針を立て、計画策定段階だけ

でなく、計画の実施段階や評価段階においても住民や事業者とともにこれを推進し、行

政・住民・事業者の間に信頼関係を構築し、協働によるごみ排出抑制等の取り組みを進め

ていくことが必要です。 
 
 
 
 
 

ごみ処理基本計画策定通知のポイント 
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３．基本的方針 

 

「市民・事業者・行政がそれぞれの役割を果たし、省エネルギー、廃棄物の排出抑制

やリサイクルなどに取り組み、環境への負荷が少ない循環型社会の構築を進めます。」 

 

今後は、市民・事業者・行政が共に廃棄物処理の優先順位に従い、限りある天然資源

の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会の構築を目指します。 

 

 

 
 

I. できる限り廃棄物を出さない。(Reduce) 

II. 同じ形状のまま再利用する。(Reuse) 

III. 物質として再資源化し、再生品を優先利用する。(Material Recycle) 

IV. エネルギーを回収して利用する。(Thermal Recycle) 

V. やむを得ず排出される廃棄物は適正に処理する。 
 

 

 

天然資源の投入

生　産
（製造、流通）

処　理
（リサイクル、焼却など）

優先順位３：再生利用
Recycle

（リサイクル）

優先順位１：発生抑制
Reduce

（リデュース）

優先順位２：再使用
Reuse

（リユース）

優先順位４：熱回収

消　費

廃　棄

優先順位５：適正処理最終処分（埋立）

 
 

図 3-20 循環型社会のイメージ 

【廃棄物処理の優先順位】 
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４．ごみの排出抑制・再生利用・最終処分に関する目標 

   計画の基本方針である環境への負荷が少ない循環型社会の構築に向けて各種の取り

組みを推進し、その取り組みによる成果を確認・評価するため、以下に示す３つの目標

を設定します。 
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燃えるごみ 燃えないごみ

資源回収 粗大ごみ

集団回収 １人１日平均排出量（予測）

１人１日平均排出量（目標）
 

図 3-21 排出抑制の目標 
 

１ 排出抑制の目標 

   １人１日平均排出量を、現状（平成２１年度実績１,０２７ｇ）に対して、目標

年度（平成３７年度）までに５％以上削減（９７５ｇ）する。 

 

２ 再生利用の目標 

   廃棄物からの再生利用率を、現状（平成２１年度実績１７.７％）から、目標年

度（平成３７年度）までに２１.２％に向上させる。 

 

３ 最終処分の目標 

   最終処分量を、現状（平成２１年度実績９,７７１トン）に対して、目標年度（平

成３７年度）までに１７％以上削減（８,０８７トン）する。 
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図 3-22 再生利用の目標 
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図 3-23 最終処分量の目標 
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５．ごみの排出抑制のための方策に関する事項 

将来的に、ごみ総排出量は減少することが予想されますが、当計画の目標達成に向け

て、住民・事業者・行政は、それぞれの立場でごみの排出抑制や資源化を推進する必要

があることから、以下に示す施策体系の取り組みにより、効果的、総合的に推進するも

のとします。 

 

 

（１）行政の役割 　①収集頻度の見直し

　②環境教育。普及啓発の充実

　③多量の一般廃棄物排出事業者に対する減量化指導の徹底

（３）事業者の役割

　②過剰包装の抑制

　④環境物品等の使用促進

（２）住民の役割 　①ごみ排出ルールの徹底

　②住民団体による集団回収の促進等

　④環境物品等の使用促進、使い捨て品の使用抑制等

　③流通包装廃棄物の排出抑制、リターナブル容器の利用
　　・回収の促進と使い捨て容器の使用抑制

　④環境物品等の使用促進、使い捨て品抑制等

　⑤食品廃棄物の排出抑制

　③容器包装廃棄物の排出抑制

　①発生原における排出抑制
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（１）行政の役割 

住民や事業者に廃棄物の減量がスムーズに進むように施策を講じるとともに、ごみ

収集頻度の見直しを検討するとともに、ごみの排出抑制に関し、適切に普及啓発や情

報提供、環境教育等を行うことにより市民の自主的な取り組みを促進します。 

 

① 収集頻度の見直し 

現在、燃えないごみの収集頻度は月２回、資源物の収集頻度は月１回となってい

ますが、燃えないごみ中に多くの資源物（缶類、ダンボール等）が混入しています。 

そのため、資源物の収集頻度を月１回から月２回にすることにより資源物が燃え

ないごみに回らず、資源化できるように検討します。 

 

② 環境教育、普及啓発の充実 

住民、事業者に対してごみの減量化・再生利用、さらにはごみの適切な分別に関

する適切な啓発や情報提供を行います。 

また、ごみの減量化に関する社会意識を育むため、学校や地域社会の場において、

副読本の活用やごみ処理施設の見学などを通じた環境教育に積極的に取り組みま

す。 

 

③ 多量の一般廃棄物排出事業者に対する減量化指導の徹底 

事業者に対する減量化計画の策定指導を徹底するなど計画的な事業系ごみの排

出抑制対策を講じます。 
 

 

④ 環境物品等の使用促進 

市自らも事業者としてグリーン購入・契約など循環型社会の形成に向けた行動を

率先して実行します。 
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（２）住民の役割 

住民は、商品の購入にあたって、容器包装廃棄物の排出の少ない商品、繰り返し使

用できる商品、耐久性に優れた商品及び再生品の選択に努めるとともに、使用にあた

っては、故障時の修理の励行等によりなるべく長時間使用することに努め、自ら排出

するごみの排出抑制の取り組みを推進します。 

 

① ごみ排出ルールの徹底 

市で定められているごみの出し方に基づき、適切にごみの分別を行い、決められ

た日にごみ出しを行います。ごみ分別を徹底することにより、ごみの排出抑制を図

ります。 

 

② 住民団体による集団回収の促進等 

子供会、ＰＴＡや自治体など住民団体による集団回収を促進します。行政は、減

量化・資源化事業促進奨励金交付要綱による奨励金の交付、回収機材の貸与によっ

て、集団回収を支援します。 

 

③ 容器包装廃棄物の排出抑制 

商品の購入に当たっては、自ら買い物袋やマイバッグ、リターナブル容器等を持

参し、また、簡易包装化されている商品及び詰め替え可能な商品を用いている商品

等を選択すること等によって、できる限り容器包装廃棄物の排出の抑制に取り組み

ます。 

 

④ 環境物品等の使用促進、使い捨て品の使用抑制等 

再生品を使用するとともに、使い捨て品の使用を抑制します。また、可能な限り、

ものを無駄に消費しない生活スタイルを心がけ、環境への負荷の少ないグリーン製

品・サービスを選択します。 
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（３）事業者の役割 

① 発生源における排出抑制 

ごみの発生抑制は経費削減につながります。原材料の選択や製造工程を工夫する

等により、自ら排出するごみの排出抑制に努めます。 

 

② 過剰包装の抑制 

物の製造、加工、販売等に際して、その製品や容器等がごみとなった場合に適正

な循環的利用及び処分が円滑に実施できるよう、容器包装の簡易化、繰り返し使用

できる商品及び耐久性に優れた商品の製造又は販売、修繕体制の整備、建物の長寿

命化、適正な処理が困難とならない商品の製造又は販売、必要な情報の提供に努め

ます。 

 

③ 流通包装廃棄物の排出抑制、リターナブル容器の利用・回収の促進と使い捨て容器

の使用抑制 

容器包装の利用、製造等に当たっては、リターナブル容器による惣菜の量り売り

等を推進することにより容器包装廃棄物の発生の抑制に努めるとともに、容器包装

の規格化や材料、構造面における工夫を行い、内容物の詰め替え方式を採用するこ

と等により容器包装の減量に積極的に努めます。 

 

④ 環境物品等の使用促進、使い捨て品の使用抑制等 

トイレットペーパー等に再生品を使用するよう努めるとともに、使い捨て品の使

用を抑制する。また、可能な限り、ものを無駄に費消しない生活スタイルを心がけ、

環境への負荷の少ないグリーン製品・サービスを選択します。 

 

⑤ 食品廃棄物の排出抑制 

一般廃棄物となる食品廃棄物を排出する食品小売業においては、消費期限前に商

品棚から商品を撤去・廃棄する等の商慣行を見直し、売れ残りを減らす仕入れの工

夫や、消費期限が近づいている商品の値引き販売等、食品が廃棄物とならないよう

販売方法を工夫することが望まれます。 

外食産業においては、メニュー、盛り付けの工夫や食べ残しがなかった場合にメ

リットを付不する等のサービスを通じて、食べ残しの削減に積極的に取り組むとと

もに、食品小売業や外食産業においては、このような自らの取組を適切に情報提供

すること等により、消費者の理解の促進に努めます。 
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６．分別して収集するものとしたごみの種類及び分別の区分 

目標年次である平成 37年度におけるごみの分別収集は、図 3-5に示すとおりです。 
 

雑 び ん 類

リターナブル瓶類

収集
・
直接
搬入

収集
・
直接
搬入

燃えるごみ

資
源
回
収

ペ ッ ト ボ ト ル

土岐市
最終処分場
（管理型）

土岐市環境センター
ごみ焼却施設

再生処理業者

土岐市環境センター
資源化施設

土岐市環境センター
雑びん置き場

土岐市環境センター
減容施設

土岐市環境センター
紙類ストックヤード

集団回収

燃えないごみ

粗大ごみ

収集
・
直接
搬入

紙 類

缶 類

繊 維 類

収集
・
直接
搬入

焼却灰・飛灰

資源物

資源物

 
 

図 3-5 目標年次（平成 37年度）のごみ処理フロー 
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７．ごみの適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

（１）収集・運搬 

収集・運搬は、ごみ処理における住民との接点であり、ごみの排出方法や分別方法

及び収集方法によっては、環境や衛生面の影響が大きく重要な部門です。 

住民のニーズに合わせながら、今後の社会状勢の変化に合わせた効率的かつ環境・

衛生面に留意した収集を行い、中間処理を行う施設へのより効率的な運搬に努めてい

きます。 

 

① 収集形態、収集回数 

家庭系ごみについては、表 3-16に示すとおりです。 
燃えるごみは、現状と同様に週2回の直営収集によるステーション回収とします。 
燃えないごみについては、現状、月 2回の収集頻度を減少させ月 1回の直営収集
によるステーション回収とします。 
資源物については、現状、月 1回の収集頻度を増加させ月 2回の直営収集による
ステーション回収とします。 
粗大ごみについては直接搬入もしくは個別回収とします。 
事業系一般廃棄物については現状と同様自己搬入または許可業者による処理と

し、回数は随時とします。 
 

 

表 3-16 収集頻度と収集形態の将来計画 

収集形態 収集方法 収集頻度 収集容器

 燃えるごみ 直営 ステーション 週2回 指定袋

 燃えないごみ 直営 ステーション 月1回 指定袋

 リターナブル瓶類 直営 ステーション 月2回 コンテナ

 雑びん類 直営 ステーション 月2回 コンテナ

 缶　類 直営 ステーション 月2回 網かご

 紙　類 直営 ステーション 月2回 紐結束

 繊維類 直営 ステーション 月2回 指定袋

 ペットボトル 直営 ステーション 月2回 網かご

 粗大ごみ 直営 ステーション 月1回 －

資
源
回
収

項　　目

 



第3章 ごみ処理基本計画 

 

 - 49 -

② 収集処理できない物 

ごみの適正かつ効率的な処理が困難・危険なため、以下に示すものを収集・処理

できない物とします。 

これらのものは、購入先などで引き取ってもらうよう周知しています。 

A) 有毒性のある物 

農薬、劇薬とその容器、バッテリー、その他有害性のあるもの。 

B) 感染性のある物 

鋭利な物（注射器、注射針）、血液、血液製剤等 、その他感染の恐れがある

物。 

C) 危険性・引火性のある物 

火薬類、ガスボンベ、塗料、その他危険性のあるもの。消火器、ガソリン、

廃油（食用油を除く）、灯油、その他引火性のあるもの。 

D) その他処理が困難な物 

タイヤ、家電リサイクル品目等、農機具、オートバイ・スクーター、自動車、

温水器、スプリング入りマットレス・ソファー、パソコンなど。 

 

③ 在宅医療廃棄物 

在宅医療廃棄物については、感染性を有していないものについてのみ本市で収集

運搬するものとします。 

なお、注射器やカテーテルなどの感染性を有しているものについては、医師会や

薬剤師会等と連絡を密に取りながら、適正な処理を行います。 

 

④ 収集・運搬体制 

A) 自治会等が設置・管理するステーション回収方式を継続します。 

B) 住民ニーズに迅速な対応をするため、直営による収集を継続します。 

C) 環境面・衛生面に留意しながら、業務の効率化を図ります。 

D) 排出量に応じた負担の公平化と、排出抑制を一層推進するため、可燃ごみ及び

粗大ごみ処理手数料の見直しを随時行います。 
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（２）中間処理 

計画目標年度である平成 37年度の中間処理方法は、以下に示すとおりです。 
① 燃えるごみ 

燃えるごみは現状と同様に、環境センター焼却施設で処理します。 

 

② 燃えないごみ 

燃えないごみは現状と同様に、最終処分場にて埋立処分としますが、埋立する前

に分別を現地で行い資源物を回収します。 

 

③ 資源回収 

資源回収は現状と同様に、環境センター資源化施設で選別・圧縮・保管した後、

資源再生業者に引き渡します。 

 

④ 粗大ごみ 

粗大ごみは、現状と同様に最終処分場にて埋立処分としますが、埋立する前に分

別を現地で行い資源物を回収及び燃えるものは、環境センター焼却施設で焼却処理

します。 

 

（３）最終処分 

安定５品目（プラスチック、金属、ガラス陶磁器、ゴム、がれき）は安定型処分場

で埋立処分します。 

汚泥、焼却残渣の他、環境に影響を及ぼすおそれのあるものは、管理型処分場で埋

立処分します。 

 

 

 

８．ごみ処理施設の整備に関する事項 

平成 21 年度に実施した環境センター耐用度調査により作成した長期使用計画に基づ
き、日常の適正な運転管理と毎年の適切な定期点検整備、適時の延命化対策を実施する

ことにより、施設の長寿命化を図ります。 
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９．その他ごみ処理に関し必要な事項 

（１）廃棄物減量等推進審議会 

廃棄物の減量化対策を実効あるものとするため、廃棄物減量等推進審議会の積極的

活用を推進します。 

 

（２）災害対策 

震災および水害を被った場合に、被災地域の安全と公衆衛生を確保しながら、被災

地域から発生する一般廃棄物を適切かつ円滑に処理が実施できるように、「震災廃棄

物対策指針」（平成 10年 10月）及び「水害廃棄物対策指針」（平成 17年 6月）を踏
まえた「災害廃棄物処理計画」を速やかに策定します。 

 

（３）不適正排出対策及び不法投棄防止対策 

不適正排出については、ごみの分別やごみ収集日などのごみ排出ルールがまだ完全

に浸透していないことから、ごみの適正排出適正処理に向けた啓発を推進します。 

不法投棄については、違法行為であることや環境の汚染につながることを啓発する

とともに、不法投棄に向けた監視をさらに強化していきます。 
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-第４章 生活排水処理基本計画                      。 
 
１．生活排水処理の現状 

（１）生活排水処理行政の沿革など 

    公共下水道、農業集落排水施設、浄化槽等を効果的に組合わせて、県内全域で一日

も早く汚水処理施設が使用できるようにするための指針である「全県域下水道化構

想」に基づいて、汚水処理施設の整備を進めています。 

 

   ① 公共下水道 

      公共下水道は、昭和 48年度に公共下水道事業に着手し、昭和 60年に土岐市御幸
町 3丁目にある浄化センター（汚水処理場）を供用開始し、順次下水道整備を行っ
ています。 

 

   ② 農業集落排水施設 

      農業集落排水施設は、農業集落におけるし尿、生活雑排水の汚水を処理する施設

の整備を行い、農業用用水又は農村生活環境の改善を図り、併せて公共用水域の水

質保全に寄与し、もって生産性の高い農業の実現と活力ある農村社会の形成を図る

ことを目的に整備しています。鶴里町柿野地区にて平成 20年 2月より供用開始し
ています。 

 

   ③ 合併処理浄化槽 

      合併処理浄化槽は、かつて、規模の大きい施設を中心に設置されていましたが、

平成 13年 4月の浄化槽法の一部改正にともない、単独処理浄化槽の設置が禁止さ
れ、近年、一般家庭等においても合併処理浄化槽の普及が進んでいます。 

      当市においては、下水道事業計画認可区域外及び農業集落排水施設予定処理区域

外で 50 人槽以下の合併処理浄化槽を設置する際に補助金を交付する制度を設け、
合併処理浄化槽の普及に努めています。 

 

   ④ 単独処理浄化槽 

      し尿のみを処理する単独浄化槽は、便所の水洗化に従いし尿汲み取りから切り替

えられてきました。しかし、単独処理浄化槽は生活雑排水を未処理のまま公共用水

域へ排出し水質汚濁源となっていることから、平成 13年 4月に浄化槽法の一部改
正が行われ、その新設が原則廃止となりましたが、まだ多く単独処理浄化槽が占め

ていることから、早期に下水道や合併処理浄化槽への転換を進めています。 

 

   ⑤ くみ取り 

      し尿くみ取りは、単独浄化槽と同様に生活雑排水を未処理のまま公共用水域へ排

出し水質汚濁源となっているため、早期に下水道や合併処理浄化槽への転換を進め

ています。 
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（２）生活排水処理体系 

     生活排水処理体系は、図 4-1に示すとおりです。 
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図 4-1 生活排水処理体系 
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 （３）生活排水処理主体 

     平成 22年度における生活排水の処理主体は、表 4-1に示すとおりです。 
 

表 4-1 生活排水処理主体 

処理施設の種類 対象となる生活排水の種類 処理主体

 公共下水道  し尿及び生活雑排水、工場排水等 土岐市

 農業集落排水処理施設  し尿及び生活雑排水 土岐市

 合併処理浄化槽  し尿及び生活雑排水 個人等

 単独処理浄化槽  し尿 個人等

 し尿処理施設  し尿及び浄化槽汚泥 土岐市  

 
 （４）処理形態別人口等の推移 

     過去 5年間の生活排水における処理形態別人口の推移は、表 4-2に示すとおりです。 
     水洗化・生活雑排水処理人口のうち合併処理浄化槽人口、公共下水道人口及び農業

集落排水施設人口は、年々増加しています。 

     水洗化・生活雑排水未処理人口（単独処理浄化槽人口）や非水洗化人口（くみ取り

人口）は減少しています。 

     生活排水処理率（計画処理区域内人口のうち水洗化・生活雑排水処理人口の占める

割合）は、年々増加しています。 

 

表 4-2 処理形態別人口等の推移 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
63,839 63,612 63,278 63,003 62,663
44,004 44,730 45,620 46,230 46,695

（1）コミュニティ・プラント 0 0 0 0 0
（2）合併処理浄化槽 6,375 6,481 6,541 6,613 6,623
（3）公共下水道 37,629 38,249 39,060 39,460 39,828
（4）農業集落排水施設 0 0 19 157 244

4,602 4,430 4,235 4,107 3,953
単独処理浄化槽 4,602 4,430 4,235 4,107 3,953

15,233 14,452 13,423 12,666 12,015
0 0 0 0 0

68.9 70.3 72.1 73.4 74.5生活排水処理率

5.計画処理区域外人口

3.水洗化・生活雑排水未処理人口

4.非水洗化人口

区　　　分

処
理
形
態
別
人
口

1.計画処理区域内人口

2.水洗化・生活雑排水処理人口

 
※生活排水処理率＝水洗化・生活雑排水処理人口÷計画処理区域内人口×100 
（各年 3月 31日の値） 
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図 4-2 処理形態別人口等の推移 
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（５）生活排水処理施設 

    当市における生活排水処理施設は、以下のとおりです。 
 
   ① 公共下水道 

      公共下水道である浄化センターの整備状況は、表 4-3に示すとおりです。 
 

表 4-3 下水道整備状況 

全　体　計　画 下水道法認可

Ｈ37年度 Ｈ27年度
1,971ｈａ 1,832ｈａ 1,595ｈａ 
１箇所 １箇所 １箇所

2,270ｈａ 1,973ｈａ 1,595ｈａ 
51,000人 53,426人 50,612人 

27,100ｍ３/日 25,200ｍ３/日 19,901ｍ３/日
汚水管 （438ｋｍ） （391ｋｍ） 321ｋｍ
雨水管 （31ｋｍ） （29ｋｍ）  29ｋｍ

標準活性汚泥法 標準活性汚泥法

46,320ｍ２ 46,320ｍ２ 46,320ｍ２ 
27,100ｍ３/日 26,000ｍ３/日 19,900ｍ３/日 
濃縮　　脱水 濃縮　　脱水 濃縮　　脱水

有効利用 有効利用 有効利用

有 一部有 一部有

汚水 0箇所 0箇所 0箇所
雨水 0箇所 0箇所 0箇所

凝集剤併用
ステップ流入式
多段硝化脱窒法

凝集剤併用
ステップ流入式
多段硝化脱窒法

高度処理の方式

ポンプ場設置

処理施設能力（日最大）

汚泥処理方式

汚泥処分方法

管渠延長

処理方式
凝集剤併用

ステップ流入式
多段硝化脱窒法

処理場敷地面積

汚水

処　理　面　積

処　理　人　口

処理水量（日最大）

区　　　　　　　　分 Ｈ21年度末現在
の整備状況目　標　年　次

雨水
排　水　面　積

雨水調整池数

 
 
 
   ② 農業集落排水施設 

      平成 22 年度現在の当市における農業集落排水施設は、鶴里町柿野地区の１施設
であり、平成 19年度に供用開始し、その事業計画区域面積は 67.3ha、計画人口は
990人です。 
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   ③ し尿処理施設 

      収集されたし尿及び浄化槽汚泥は、土岐市衛生センターし尿処理施設で処理して

います。し尿処理施設の概要は、表 4-4に示すとおりです。 
 

表 4-4 し尿処理施設の概要 

施 設 名 称

施 設 所 管

計 画 処 理 能 力

プ ロ セ ス 用 水

放 流 先

し 渣 処 分 方 法

汚泥処分の方法

焼却灰処理方法

竣 工 年 度

設 計 ・ 施 工

 搬出埋立

 平成8年度
 アタカ工業株式会社

河川の表流水

 深沢川（2級河川）
 焼却

 焼却

 64kL/日（し尿 30kL/日、浄化槽汚泥 34kL/日）

処 理 方 式

 水 処 理：主処理……膜分離高負荷脱窒素処理方式

　　　　　 高度処理…凝集膜分離＋活性炭吸着処理

 汚泥処理：余剰汚泥…脱水＋焼却

 　　　　　凝集汚泥…脱水＋焼却

 脱臭処理：高濃度臭気：焼却及び脱窒素槽で生物処理

　　　　　 中濃度臭気：薬液(酸＋アルカリ・塩素剤)
　　　　　　　　　　　 洗浄＋活性炭吸着

           低濃度臭気：活性炭吸着

 土岐市衛生センター

 土岐市

所 在 地
 〒509-5142　岐阜県土岐市泉町久尻1532-1-1
 TEL  0572-55-3429　　FAX  0572-55-0497
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 （６）し尿・浄化槽汚泥の収集・処理実績 

     し尿・浄化槽汚泥の収集・処理実績は、表 4-5に示すとおりです。 
     し尿・浄化槽汚泥共に年々減少しています。これに伴い１日平均処理量も減少して

います。 
 

表 4-5 し尿・浄化槽汚泥収集・処理量の推移 

H17 H18 H19 H20 H21

 し　　尿 (kL/年) 6,811 6,451 6,081 5,616 5,315

 浄化槽汚泥 (kL/年) 9,028 8,284 8,631 8,695 8,870

 合　　計 (kL/年) 15,839 14,735 14,712 14,311 14,185

 １日平均処理量 (kL/年) 43.4 40.4 40.2 39.2 38.9

区　　分
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図 4-3 し尿・浄化槽汚泥収集・処理量の推移 
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 （７）し尿・浄化槽汚泥の１人１日平均排出量 

     し尿・浄化槽汚泥の 1人 1日平均排出量は、表 4-6に示すとおりです。 
     し尿、浄化槽汚泥共に年度間で大きな変動はなく、過去 5 年間の平均では、し尿

1.22L/人･日、浄化槽汚泥 2.19L/人･日となります。 
 

表 4-6 し尿・浄化槽汚泥の 1人 1日平均排出量の推移 

H17 H18 H19 H20 H21

 し　　尿 (L/人・日) 1.22 1.22 1.24 1.21 1.21

 浄化槽汚泥 (L/人・日) 2.25 2.08 2.18 2.19 2.25

区　　分
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図 4-4 し尿・浄化槽汚泥の 1人 1日平均排出量の推移 
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２. 生活排水処理の課題 

 （１）生活雑排水処理の課題 

     し尿くみ取り家庭等や単独処理浄化槽設置家庭等においては、依然として生活雑排

水を未処理のまま河川等の公共用水域へ放流しています。 

     こうした家庭等から排出される生活雑排水は、河川等への水質汚濁の大きな要因と

なっていることから、下水道処理区域内にあっては下水道への切り替えを、下水道処

理区域外にあっては合併処理浄化槽等への切り替えを一層進めていく必要がありま

す。 

 

 （２）浄化槽の適正な維持管理の課題 

     浄化槽の保守点検、清掃、法定検査（以下「浄化槽の 3 つの義務」という。）につ
いて、岐阜県は全国でも受検率が高い地域ではありますが、依然として浄化槽の 3つ
の義務を行っていない世帯が見受けられます。こうした世帯においては、浄化槽が適

正に機能せず、周辺環境へ著しい影響を及ぼす可能性があるため、一層の周知を図る

必要があります。 

 

 （３）し尿・浄化槽汚泥の処理の課題 

     下水道整備が進むに従い、当市におけるし尿・浄化槽汚泥の収集量は、年々減少す

ることが予想されるため、し尿処理施設の処理能力に対して処理量が過少になる場合

の施設運営のあり方について検討する必要があります。 
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３. 生活排水処理基本方針 

（１）生活排水処理に係る理念、目標 

    生活排水による水質汚濁は、社会的にもその対策の必要性と緊急性が深く認識され

るようになってきました。このことから、生活排水を適正に処理することが重要とな

っており、市民に対しては生活排水対策の必要性等について広く啓発を図る必要があ

ります。今後は、環境への負荷をできる限り少なくした循環型社会への移行が必要で

あり、流れる水に清流がよみがえり、蛍や淡水魚等をはじめとする多様な水生生物の

生息が可能な河川の復活をめざすものとします。 

 

（２）生活排水処理施設整備の基本方針 

     生活排水対策の基本として、水の適正利用に関する普及啓発とともに生活排水の処

理施設を逐次整備していくこととします。 

生活排水処理施設整備の基本方針については、都市生活の衛生面、快適性からみて、

公共下水道、農業集落排水施設、合併処理浄化槽による整備を推進し、衛生的かつ快

適な生活環境を確保するとともに、生活雑排水の河川への流入を防止していくことと

します。 

 

（３）達成目標 

     当計画の達成目標は、表 4-7に示すとおりとします。 
 

表 4-7 達成目標 

現在
（平成21年度）

目標年度
（平成37年度）

 計画処理区域内人口 （人） 62,663 53,943
 水洗化・生活雑排水処理人口 （人） 46,695 53,079
 生活排水処理率 （％） 74.5 98.4

区　　　分
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４. 処理形態別人口等の将来見通し 

    基本方針を基に予想される処理形態別人口及び要処理量の将来見通しは、表 4-8に示
すとおりです。 

 

表 4-8 処理形態別人口等の将来見通し 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

(人) 63,839 63,612 63,278 63,003 62,663

(人) 44,004 44,730 45,620 46,230 46,695

（1）コミュニティ・プラント (人) 0 0 0 0 0

（2）合併処理浄化槽 (人) 6,375 6,481 6,541 6,613 6,623

（3）公共下水道 (人) 37,629 38,249 39,060 39,460 39,828

（4）農業集落排水施設 (人) 0 0 19 157 244

(人) 4,602 4,430 4,235 4,107 3,953

単独処理浄化槽 (人) 4,602 4,430 4,235 4,107 3,953

(人) 15,233 14,452 13,423 12,666 12,015

(人) 0 0 0 0 0

(％) 68.9 70.3 72.1 73.4 74.5

し　　 尿 　　量 (ｋＬ) 6,811 6,451 6,081 5,616 5,315

浄 化 槽 汚 泥 量 (ｋＬ) 9,028 8,284 8,631 8,695 8,870

要　 処 　理 　量 (ｋＬ) 15,839 14,735 14,712 14,311 14,185

区　　　分

5.計画処理区域外人口

3.水洗化・生活雑排水未処理人口

4.非水洗化人口

処
理
形
態
別
人
口

1.計画処理区域内人口

2.水洗化・生活雑排水処理人口

　生 活 排 水 処 理 率

要
処
理
量

 

 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

(人) 62,387 61,866 61,318 60,739 60,138

(人) 47,104 47,487 47,889 48,289 48,689

（1）コミュニティ・プラント (人) 0 0 0 0 0

（2）合併処理浄化槽 (人) 6,624 6,638 6,671 6,703 6,736

（3）公共下水道 (人) 40,169 40,511 40,852 41,193 41,535

（4）農業集落排水施設 (人) 311 339 366 393 419

(人) 3,761 3,557 3,354 3,151 2,948

単独処理浄化槽 (人) 3,761 3,557 3,354 3,151 2,948

(人) 11,522 10,821 10,075 9,299 8,500

(人) 0 0 0 0 0

(％) 75.5 76.8 78.1 79.5 81.0

し　　 尿 　　量 (ｋＬ) 5,130 4,832.0 4,486.0 4,140.0 3,784.0

浄 化 槽 汚 泥 量 (ｋＬ) 8,300 8,171.0 8,013.0 7,876.0 7,741.0

要　 処 　理 　量 (ｋＬ) 13,430 13,003 12,499 12,016 11,525

区　　　分

3.水洗化・生活雑排水未処理人口

4.非水洗化人口

5.計画処理区域外人口

処
理
形
態
別
人
口

1.計画処理区域内人口

2.水洗化・生活雑排水処理人口

要
処
理
量

　生 活 排 水 処 理 率

 

※各年 3月 31日の値
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※各年 3月 31日の値 
 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(人) 59,568 58,978 58,375 57,753 57,116

(人) 49,089 49,492 49,892 50,291 50,691

（1）コミュニティ・プラント (人) 0 0 0 0 0

（2）合併処理浄化槽 (人) 6,784 6,835 6,884 6,933 6,982

（3）公共下水道 (人) 41,876 42,217 42,559 42,900 43,241

（4）農業集落排水施設 (人) 429 439 449 458 467

(人) 2,736 2,524 2,314 2,106 1,899

単独処理浄化槽 (人) 2,736 2,524 2,314 2,106 1,899

(人) 7,743 6,963 6,169 5,356 4,527

(人) 0 0 0 0 0

(％) 82.4 83.9 85.5 87.1 88.8

し　　 尿 　　量 (ｋＬ) 3,457 3,100 2,747 2,385 2,021

浄 化 槽 汚 泥 量 (ｋＬ) 7,630 7,481 7,352 7,224 7,118

要　 処 　理 　量 (ｋＬ) 11,087 10,581 10,099 9,609 9,139

区　　　分

4.非水洗化人口

5.計画処理区域外人口

処
理
形
態
別
人
口

1.計画処理区域内人口

2.水洗化・生活雑排水処理人口

3.水洗化・生活雑排水未処理人口

要
処
理
量

　生 活 排 水 処 理 率

平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

(人) 56,656 56,103 55,555 55,012 54,475 53,943

(人) 51,120 51,510 51,913 52,301 52,691 53,079

（1）コミュニティ・プラント (人) 0 0 0 0 0 0

（2）合併処理浄化槽 (人) 7,059 7,100 7,152 7,203 7,257 7,309

（3）公共下水道 (人) 43,583 43,924 44,265 44,607 44,948 45,289

（4）農業集落排水施設 (人) 478 487 496 491 486 481

(人) 1,687 1,474 1,264 1,056 849 645

単独処理浄化槽 (人) 1,687 1,474 1,264 1,056 849 645

(人) 3,849 3,118 2,378 1,655 935 219

(人) 0 0 0 0 0 0

(％) 90.2 91.8 93.4 95.1 96.7 98.4

し　　 尿 　　量 (ｋＬ) 1,714 1,388 1,059 738 416 97

浄 化 槽 汚 泥 量 (ｋＬ) 6,991 6,853 6,727 6,619 6,479 6,357

要　 処 　理 　量 (ｋＬ) 8,705 8,241 7,786 7,357 6,895 6,454

区　　　分

3.水洗化・生活雑排水未処理人口

4.非水洗化人口

5.計画処理区域外人口

処
理
形
態
別
人
口

1.計画処理区域内人口

2.水洗化・生活雑排水処理人口

要
処
理
量

　生 活 排 水 処 理 率
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５. 生活排水処理計画 

（１）処理の目標 

基本方針を実現するため、これまでの諸施策を基にして、各地域の実情に対応した

処理施設の整備を推進していきます。 

 

 

 

 （２）処理主体 

     生活排水の処理主体は、表 4-9に示すとおりとします。 
 

表 4-9 生活排水の処理主体 

処理施設の種類 対象となる生活排水の種類 処理主体

 公共下水道  し尿及び生活雑排水、工場排水等 土岐市

 農業集落排水処理施設  し尿及び生活雑排水 土岐市

 合併処理浄化槽  し尿及び生活雑排水 個人等

 単独処理浄化槽  し尿 個人等

 し尿処理施設  し尿及び浄化槽汚泥 土岐市  

 生活排水処理の目標 
 

    生活排水処理率を、現状（平成２１年度実績７４.５％）に対して、 

目標年度（平成３７年度）に９８.４％まで向上する。 
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 （３）生活排水処理計画 

     生活排水処理基本計画の目標達成のためには、地域の住民・事業者の理解と協力が

不可欠となります。このため、今後も住民・事業者に対する広報・啓発を継続し、行

政と住民・事業者が一体となった水環境の保全に努めるものとします。 

     生活排水処理については、次の施策体系に示す取り組みを推進していきます。 

 

 

　C)家庭での生活雑排水対策の要請

　D)公共下水道普及のための施策

　C)中間処理計画

　A)住民に対する広報・啓発③計画達成のための施策

　B)情報提供の充実

②し尿及び浄化槽汚泥処理計画 　A)排出抑制計画

　B)収集・運搬計画

①生活排水処理計画 　A)合併処理浄化槽の普及

　B)公共下水道の整備

　C)農業集落排水施設整備地区内での普及促進
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  ① 生活排水処理計画 

 

   A）合併処理浄化槽の普及 

      公共下水道計画区域及び農業集落排水施設の処理対象区域以外の全域を対象とし

て、合併浄化槽の普及促進を図ります。 

      単独処理浄化槽を利用している家庭や事業所については、浄化槽設置整備事業補

助制度の活用を促すなど合併処理浄化槽の設置を促進するとともに、合併処理浄化

槽転換への指導等を継続して行います。 

 

   B）公共下水道の整備 

      公共下水道については、今後も公共下水道計画に基づき面整備を行うとともに、

各家庭からの管渠への接続を推進していきます。 

 

      C）農業集落排水施設整備地区内での普及促進 

      農業集落排水施設整備地区については、今後も地域住民の理解と協力を得ながら

水洗化を促進していきます。 

 

  ② し尿及び浄化槽汚泥処理計画 

 

   A）排出抑制計画 

      下水道への接続が可能な地域において、浄化槽から下水道への接続切り替えを指

導し、浄化槽汚泥の排出抑制を推進していきます。 

 

   B）収集・運搬計画 

      収集･運搬の方法は、今後も現行を基本とし、生活環境の保全に留意します。 

      また、し尿・浄化槽汚泥の収集量が将来的に減少することが予想されますが、車

両、人員の合理的な配置や収集経路の適正化を推進することにより、適切かつ効率

的な収集・運搬システムを今後も維持するものとします。 

 

   C）中間処理施設 

      し尿・浄化槽汚泥は、今後も現行を基本とし、衛生センターで適正に処理してい

きます。処理施設においては、経年に伴う処理能力の低下等の諸問題が生じる可能

性を考慮した上で、施設を適切に補修しながら長期使用していきます。 
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③ 計画達成のための施策 

 

   A）住民に対する広報・啓発 

      日常の生活に伴う生活排水が河川等の水環境に及ぼす影響を認識し、負荷の軽減

に努めるよう広報・啓発活動を展開していきます。 

      また、講習会や水環境に関連する行事の開催等により、水環境に関する環境学習・

環境教育を推進します。 

 

   B）情報提供の充実 

      広報やホームページ、パンフレット、小冊子等により、水環境の現状や保全する

取り組みについての情報を広く提供していきます。 

      また、生活排水に関するホームページを充実させることにより、住民・事業者が

必要なときに必要な情報を入手できるようにしていきます。 

 

   C）家庭での生活雑排水対策の要請 

      生活雑排水の対策は、公共用水域の水質保全のみでなく、身近な水路や側溝の水

質改善による生活環境の快適化・美化など、生活環境を総合的に保全することにな

ります。 

      生活雑排水は、台所・風呂・洗濯など各家庭に発生源を持ち、行政側の一方的な

規制は困難であるため、地域住民に対して各家庭での生活雑排水対策の推進の要請

を今後も継続していきます。 

      各家庭での生活雑排水への対策は次の 2つに大別されます。 
     ・排水中に廃食用油や固形の食物残さを混入させないなど、日常の生活での改善対

策の奨励。 

     ・合併処理浄化槽の設置及び適正な維持管理の奨励。 

 

   D）公共下水道普及のための施策 

      下水道への未接続は下水道事業を経済的に圧迫するほか、生活排水処理面での対

策の遅れとなることから、住民に対して周知徹底を推進していきます。 
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-第５章 計画の推進                      。 
 

１．計画の推進体制 

当計画を実行性のあるものとするため、行政はもとより、住民・事業者や関係機関な

どとの連携・協力により、全体的・総合的な推進を図ります。 
    ごみ処理、生活排水処理事業の円滑な実施に向けて推進体制の整備に努めていきます。 
    具体的には、ごみ処理は、環境センターと環境課、生活排水処理においては、衛生セ

ンター、環境課及び下水道課、環境教育・環境学習に関しては教育委員会、住民・事業

者への広報・啓発に関しては情報推進の担当課といった部署との連携を図ります。 
 
 

２．計画の推進と公表 

本計画の推進には、住民・事業者・行政の協働が必要です。住民や事業者の意見・要

望を反映させ本計画を効率的に推進していくために、廃棄物減量等推進審議会によって

進捗状況の管理と長期的展望に立ったシステムの選択を行い、「計画」（Plan）・「実行」
（Do）・「評価」（Check）・「改善」（Action）のいわゆる PDCA サイクルで継続的に本
計画の点検・見直し・評価・改善を実施します。 

また、本計画を広く周知するため、ホームページ等で公開するとともに、「広報とき」

等により情報提供を行います。 



資料１ ごみの見通し表（目標）

単位 H9 H12 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

(1) 計画収集人口 人 67,658 66,209 64,119 63,800 63,481 63,110 62,861 62,387 61,866 61,318 60,739 60,138 59,568 58,978 58,375 57,753 57,116 56,656 56,103 55,555 55,012 54,475 53,943

(2) １人１日平均排出量 g/人・日 923 961 1,042 1,076 1,059 1,055 1,027 976 974 974 973 973 972 972 973 973 973 973 973 974 974 974 975

(3) ごみ総排出量 ｔ/年 22,796.0 23,213.9 24,396.9 25,052.4 24,595.0 24,310.2 23,555.7 22,222.4 22,063.6 21,789.6 21,570.8 21,354.2 21,200.5 20,933.5 20,721.3 20,509.3 20,349.0 20,127.1 19,933.3 19,745.5 19,608.5 19,373.3 19,195.7

(4) 収集ごみ ｔ/年 15,321.4 15,819.1 16,435.7 17,244.6 16,923.2 16,405.9 16,191.5 15,405.9 15,266.1 15,052.1 14,872.8 14,692.0 14,558.4 14,350.2 14,177.0 14,000.4 13,856.1 13,688.5 13,533.8 13,381.1 13,263.9 13,082.6 12,936.2

(5) 燃えるごみ ｔ/年 12,118.4 12,101.4 12,937.3 13,545.6 13,422.4 13,080.5 12,979.8 12,235.5 12,134.9 11,966.3 11,830.9 11,694.4 11,599.9 11,436.4 11,305.2 11,171.2 11,067.1 10,935.8 10,818.3 10,702.3 10,618.6 10,474.9 10,363.4

(6) 燃えないごみ ｔ/年 1,471.0 1,345.3 1,149.8 1,196.7 1,064.8 1,009.9 996.8 988.2 982.7 971.3 962.1 952.6 946.2 934.2 924.7 914.8 907.2 897.4 888.7 880.0 873.8 862.9 854.5

(7) 資源回収 ｔ/年 1,672.3 2,288.5 2,297.8 2,447.4 2,385.9 2,270.6 2,177.7 2,145.8 2,112.4 2,078.7 2,044.4 2,009.9 1,977.6 1,945.2 1,913.1 1,880.7 1,848.5 1,822.3 1,794.1 1,766.4 1,739.4 1,713.0 1,686.8

(8) リターナブル瓶類 ｔ/年 21.0 8.3 9.5 8.1 5.1 2.7 2.1 2.2 2.2 2.2 2.2 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.9 1.9

(9) 雑びん類 ｔ/年 634.3 594.5 453.7 475.4 444.7 424.3 408.3 398.2 384.3 370.6 357.1 343.9 331.3 319.2 307.4 295.7 284.5 274.6 264.5 254.8 245.5 236.6 227.8

(10) 缶　類 ｔ/年 288.1 288.8 198.0 197.6 195.2 180.9 178.3 173.7 168.2 162.7 157.1 151.8 146.7 141.8 137.0 132.1 127.5 123.4 119.3 115.3 111.4 107.7 103.9

(11) 紙　類 ｔ/年 694.2 1,258.6 1,462.5 1,519.5 1,510.2 1,438.1 1,355.7 1,345.7 1,334.5 1,322.7 1,310.2 1,297.2 1,284.9 1,272.2 1,259.2 1,245.8 1,232.0 1,222.1 1,210.2 1,198.4 1,186.6 1,175.1 1,163.6

(12) 繊維類 ｔ/年 31.8 60.6 40.9 62.9 67.2 59.5 61.3 61.0 60.2 59.7 58.9 58.1 57.6 57.0 56.2 55.6 55.0 54.3 53.8 53.3 52.6 52.0 51.5

(13) ペットボトル ｔ/年 2.9 66.7 115.0 164.2 147.0 156.7 154.3 149.1 147.2 145.2 143.4 141.5 139.8 137.9 136.3 134.7 133.0 131.5 130.0 128.5 127.3 125.8 124.4

(14) 店　頭 ｔ/年 0.0 11.0 18.2 19.8 16.5 8.5 17.8 15.9 15.8 15.6 15.5 15.3 15.2 15.0 14.9 14.7 14.5 14.4 14.3 14.1 14.0 13.9 13.7

(15) 粗大ごみ ｔ/年 59.7 83.9 50.8 54.9 50.1 44.9 37.2 36.4 36.1 35.8 35.4 35.1 34.7 34.4 34.0 33.7 33.3 33.0 32.7 32.4 32.1 31.8 31.5

(16) 直接搬入ごみ ｔ/年 5,524.0 5,398.2 6,243.1 6,096.5 6,079.8 6,347.1 5,949.0 5,402.4 5,382.4 5,329.5 5,293.0 5,260.1 5,239.5 5,187.1 5,150.6 5,117.7 5,100.5 5,052.1 5,015.6 4,982.7 4,961.4 4,913.4 4,884.1

(17) 燃えるごみ ｔ/年 4,311.1 4,513.6 5,670.5 5,607.4 5,591.3 5,642.1 5,499.0 4,887.8 4,870.0 4,825.8 4,796.6 4,767.4 4,752.8 4,705.3 4,676.1 4,646.9 4,635.7 4,592.2 4,563.0 4,533.8 4,518.6 4,475.4 4,449.8

(18) 燃えないごみ ｔ/年 1,212.9 884.6 572.6 489.1 488.5 705.0 450.0 514.6 512.4 503.7 496.4 492.7 486.7 481.8 474.5 470.8 464.8 459.9 452.6 448.9 442.8 438.0 434.3

(19) 集団回収 ｔ/年 1,950.7 1,996.6 1,718.1 1,711.3 1,592.0 1,557.2 1,415.3 1,414.1 1,415.1 1,408.0 1,405.0 1,402.1 1,402.6 1,396.2 1,393.7 1,391.2 1,392.4 1,386.5 1,383.9 1,381.7 1,383.2 1,377.3 1,375.4

(20) リターナブル瓶類 ｔ/年 31.6 22.1 11.8 10.9 9.2 8.6 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9

(21) 缶　類 ｔ/年 8.7 7.7 9.2 9.2 8.7 9.0 8.4 8.3 8.4 8.0 8.0 8.0 7.6 7.6 7.6 7.3 7.3 7.3 6.9 6.9 6.9 6.5 6.5

(22) 紙　類 ｔ/年 1,784.0 1,838.6 1,589.8 1,587.5 1,468.4 1,440.8 1,307.8 1,307.7 1,311.3 1,307.7 1,307.7 1,307.7 1,311.3 1,307.7 1,307.7 1,307.7 1,311.3 1,307.7 1,307.7 1,307.7 1,311.3 1,307.7 1,307.7

(23) 繊維類 ｔ/年 126.4 128.2 107.3 103.7 105.8 98.7 92.3 91.2 88.5 85.4 82.4 79.5 76.8 74.0 71.5 69.3 66.9 64.6 62.4 60.2 58.1 56.2 54.3

(24) 収集ごみ１人１日平均排出量 g/人・日 620.4 654.7 702.3 740.6 728.3 712.1 705.7 676.5 674.2 672.7 671.0 669.3 667.7 666.6 665.3 664.1 662.8 662.0 660.8 659.9 658.7 657.9 657.0

(25) 燃えるごみ g/人・日 490.7 500.8 552.8 581.7 577.7 567.8 565.7 537.3 535.9 534.7 533.7 532.8 532.1 531.3 530.6 529.9 529.4 528.8 528.3 527.8 527.4 526.8 526.3

(26) 燃えないごみ g/人・日 59.6 55.7 49.1 51.4 45.8 43.8 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4

(27) 資源回収 g/人・日 67.7 94.7 98.2 105.1 102.6 98.6 95.0 94.2 93.3 93.0 92.3 91.5 90.6 90.3 89.7 89.2 88.4 88.2 87.5 87.1 86.3 86.1 85.7

(28) リターナブル瓶類 g/人・日 0.8 0.3 0.4 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

(29) 雑びん類 g/人・日 25.7 24.6 19.4 20.4 19.1 18.4 17.8 17.5 17.0 16.6 16.1 15.7 15.2 14.8 14.4 14.0 13.6 13.3 12.9 12.6 12.2 11.9 11.6

(30) 缶　類 g/人・日 11.7 11.9 8.5 8.5 8.4 7.9 7.8 7.6 7.4 7.3 7.1 6.9 6.7 6.6 6.4 6.3 6.1 6.0 5.8 5.7 5.5 5.4 5.3

(31) 紙　類 g/人・日 28.1 52.1 62.5 65.3 65.0 62.4 59.1 59.1 58.9 59.1 59.1 59.1 58.9 59.1 59.1 59.1 58.9 59.1 59.1 59.1 58.9 59.1 59.1

(32) 繊維類 g/人・日 1.3 2.5 1.7 2.7 2.9 2.6 2.7 2.7 2.7 2.7 2.7 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6

(33) ペットボトル g/人・日 0.1 2.8 4.9 7.1 6.3 6.8 6.7 6.5 6.5 6.5 6.5 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3

(34) 店　頭 g/人・日 0.0 0.5 0.8 0.8 0.7 0.4 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7

(35) 粗大ごみ g/人・日 2.4 3.5 2.2 2.4 2.2 1.9 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

(36) 収集ごみ ｔ/日 41.9 43.4 45.0 47.3 46.3 44.9 44.4 42.2 41.8 41.3 40.7 40.2 39.8 39.3 38.8 38.3 37.8 37.6 37.0 36.6 36.2 35.9 35.4

(37) 燃えるごみ ｔ/日 33.2 33.2 35.4 37.1 36.7 35.8 35.6 33.5 33.2 32.8 32.4 32.0 31.7 31.3 31.0 30.6 30.2 30.0 29.6 29.3 29.0 28.7 28.4

(38) 燃えないごみ ｔ/日 4.0 3.7 3.2 3.3 2.9 2.8 2.7 2.7 2.7 2.7 2.6 2.6 2.6 2.6 2.5 2.5 2.5 2.5 2.4 2.4 2.4 2.4 2.3

(39) 資源回収 ｔ/日 4.582 6.270 6.295 6.705 6.519 6.221 5.966 5.879 5.772 5.695 5.601 5.507 5.403 5.329 5.241 5.153 5.051 4.993 4.915 4.840 4.753 4.693 4.621

(40) リターナブル瓶類 ｔ/日 0.058 0.023 0.026 0.022 0.014 0.007 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.005 0.005

(41) 雑びん類 ｔ/日 1.738 1.629 1.243 1.302 1.215 1.162 1.119 1.091 1.050 1.015 0.978 0.942 0.905 0.875 0.842 0.810 0.777 0.752 0.725 0.698 0.671 0.648 0.624

(42) 缶　類 ｔ/日 0.789 0.791 0.542 0.542 0.533 0.496 0.488 0.476 0.460 0.446 0.430 0.416 0.401 0.389 0.375 0.362 0.348 0.338 0.327 0.316 0.304 0.295 0.285

(43) 紙　類 ｔ/日 1.902 3.448 4.007 4.163 4.126 3.940 3.714 3.687 3.646 3.624 3.590 3.554 3.511 3.486 3.450 3.413 3.366 3.348 3.316 3.283 3.242 3.220 3.188

(44) 繊維類 ｔ/日 0.087 0.166 0.112 0.172 0.184 0.163 0.168 0.167 0.165 0.164 0.161 0.159 0.157 0.156 0.154 0.152 0.150 0.149 0.147 0.146 0.144 0.143 0.141

(45) ペットボトル ｔ/日 0.008 0.183 0.315 0.450 0.402 0.429 0.423 0.409 0.402 0.398 0.393 0.388 0.382 0.378 0.373 0.369 0.363 0.360 0.356 0.352 0.348 0.345 0.341

(46) 店　頭 ｔ/日 0.000 0.030 0.050 0.054 0.045 0.023 0.049 0.044 0.043 0.043 0.043 0.042 0.042 0.041 0.041 0.040 0.040 0.040 0.039 0.039 0.038 0.038 0.038

(47) 粗大ごみ ｔ/日 0.164 0.230 0.139 0.150 0.137 0.123 0.102 0.100 0.099 0.098 0.097 0.096 0.095 0.094 0.093 0.092 0.091 0.090 0.090 0.089 0.088 0.087 0.086

(48) 直接搬入ごみ ｔ/日 15.1 14.8 17.1 16.7 16.6 17.4 16.3 14.8 14.7 14.6 14.5 14.4 14.3 14.2 14.1 14.0 13.9 13.8 13.7 13.7 13.6 13.5 13.4

(49) 燃えるごみ ｔ/日 11.8 12.4 15.5 15.4 15.3 15.5 15.1 13.4 13.3 13.2 13.1 13.1 13.0 12.9 12.8 12.7 12.7 12.6 12.5 12.4 12.3 12.3 12.2

(50) 燃えないごみ ｔ/日 3.3 2.4 1.6 1.3 1.3 1.9 1.2 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

(51) 集団回収 ｔ/日 5.345 5.470 4.707 4.688 4.350 4.267 3.878 3.875 3.867 3.858 3.850 3.842 3.833 3.826 3.819 3.812 3.805 3.799 3.792 3.786 3.780 3.774 3.769

(52) リターナブル瓶類 ｔ/日 0.087 0.061 0.032 0.030 0.025 0.024 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019

(53) 缶　類 ｔ/日 0.024 0.021 0.025 0.025 0.024 0.025 0.023 0.023 0.023 0.022 0.022 0.022 0.021 0.021 0.021 0.020 0.020 0.020 0.019 0.019 0.019 0.018 0.018

(54) 紙　類 ｔ/日 4.888 5.037 4.356 4.349 4.012 3.947 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583

(55) 繊維類 ｔ/日 0.346 0.351 0.294 0.284 0.289 0.271 0.253 0.250 0.242 0.234 0.226 0.218 0.210 0.203 0.196 0.190 0.183 0.177 0.171 0.165 0.159 0.154 0.149

(56) 可燃ごみ焼却施設　処理量 ｔ/年 16,919.5 17,273.0 19,116.0 19,639.3 19,489.9 19,031.5 18,827.5 17,472.0 17,353.6 17,140.8 16,976.2 16,810.5 16,701.4 16,490.4 16,330.0 16,166.8 16,051.5 15,876.7 15,730.0 15,584.8 15,485.9 15,299.0 15,161.9

(57) 収　　集　燃えるごみ ｔ/年 12,118.4 12,101.4 12,937.3 13,545.6 13,422.4 13,080.5 12,979.8 12,235.5 12,134.9 11,966.3 11,830.9 11,694.4 11,599.9 11,436.4 11,305.2 11,171.2 11,067.1 10,935.8 10,818.3 10,702.3 10,618.6 10,474.9 10,363.4

(58) 直接搬入　燃えるごみ ｔ/年 4,311.1 4,513.6 5,670.5 5,607.4 5,591.3 5,642.1 5,499.0 4,887.8 4,870.0 4,825.8 4,796.6 4,767.4 4,752.8 4,705.3 4,676.1 4,646.9 4,635.7 4,592.2 4,563.0 4,533.8 4,518.6 4,475.4 4,449.8

(59) 直接搬入　産業廃棄物 ｔ/年 490.0 658.0 508.2 486.3 476.2 308.9 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7

(60) 最終処分量 ｔ/年 15,235.6 15,317.6 11,002.4 11,629.5 11,095.2 12,044.7 9,771.4 8,855.5 8,814.8 8,751.3 8,696.6 8,645.2 8,600.7 8,540.6 8,486.0 8,434.5 8,388.1 8,334.2 8,282.0 8,233.6 8,190.5 8,134.2 8,087.0

(61) 収　　集　燃えないごみ(6)-(71) ｔ/年 1,471.0 1,345.3 1,149.8 1,196.7 1,064.8 1,009.9 996.8 858.2 835.7 807.3 781.1 754.6 731.2 702.2 675.7 648.8 624.2 597.4 571.7 546.0 522.8 494.9 469.5

(62) 直接搬入　燃えないごみ(18)-(70) ｔ/年 1,212.9 884.6 572.6 489.1 488.5 705.0 450.0 367.2 362.3 350.9 340.9 334.5 325.8 318.2 308.2 301.8 293.1 285.5 275.5 269.1 260.3 252.8 246.4

(63) 収　　集　粗大ごみ ｔ/年 59.7 83.9 50.8 54.9 50.1 44.9 37.2 36.4 36.1 35.8 35.4 35.1 34.7 34.4 34.0 33.7 33.3 33.0 32.7 32.4 32.1 31.8 31.5

(64) 直接搬入　産業廃棄物 ｔ/年 10,778.0 11,095.6 6,850.8 7,364.5 6,935.0 7,666.5 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8

(65) 焼却残渣量 (56)の11％とする。 ｔ/年 1,714.0 1,908.2 2,378.4 2,524.3 2,556.8 2,618.4 2,615.6 1,921.9 1,908.9 1,885.5 1,867.4 1,849.2 1,837.2 1,813.9 1,796.3 1,778.3 1,765.7 1,746.4 1,730.3 1,714.3 1,703.4 1,682.9 1,667.8

(66) 資源化量 ｔ/年 3,854.1 4,614.6 4,192.8 4,357.3 4,139.8 3,990.9 4,162.9 4,262.6 4,249.9 4,228.8 4,211.2 4,193.5 4,181.4 4,162.3 4,147.4 4,132.2 4,120.9 4,108.5 4,097.4 4,087.2 4,081.4 4,068.8 4,060.4

(67) 資源回収 ｔ/年 1,672.3 2,288.5 2,297.8 2,447.4 2,385.9 2,270.6 2,177.7 2,145.8 2,112.4 2,078.7 2,044.4 2,009.9 1,977.6 1,945.2 1,913.1 1,880.7 1,848.5 1,822.3 1,794.1 1,766.4 1,739.4 1,713.0 1,686.8

(68) 直接搬入　資源物 ｔ/年 - - - - - - 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3

(69) 集団回収 ｔ/年 1,950.7 1,996.6 1,718.1 1,711.3 1,592.0 1,557.2 1,415.3 1,414.1 1,415.1 1,408.0 1,405.0 1,402.1 1,402.6 1,396.2 1,393.7 1,391.2 1,392.4 1,386.5 1,383.9 1,381.7 1,383.2 1,377.3 1,375.4

(70) 安定型より持出し ｔ/年 231.2 329.5 176.9 198.6 161.8 163.1 144.7 147.4 150.1 152.8 155.5 158.2 160.9 163.6 166.3 169.0 171.7 174.4 177.1 179.8 182.5 185.2 187.9

(71) 管理型より持出し ｔ/年 - - - - - - - 130.0 147.0 164.0 181.0 198.0 215.0 232.0 249.0 266.0 283.0 300.0 317.0 334.0 351.0 368.0 385.0

(72) 再生利用率 ％ 16.9 19.9 17.2 17.4 16.8 16.4 17.7 19.2 19.3 19.4 19.5 19.6 19.7 19.9 20.0 20.1 20.3 20.4 20.6 20.7 20.8 21.0 21.2
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資料２ ごみの見通し表（予測）

単位 H9 H12 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

(1) 計画収集人口 人 67,658 66,209 64,119 63,800 63,481 63,110 62,861 62,387 61,866 61,318 60,739 60,138 59,568 58,978 58,375 57,753 57,116 56,656 56,103 55,555 55,012 54,475 53,943

(2) １人１日平均排出量 g/人・日 923 961 1,042 1,076 1,059 1,055 1,027 1,030 1,029 1,029 1,029 1,029 1,029 1,030 1,031 1,032 1,033 1,033 1,034 1,035 1,035 1,037 1,038

(3) ごみ総排出量 ｔ/年 22,796.0 23,213.9 24,396.9 25,052.4 24,595.0 24,310.2 23,555.7 23,462.4 23,303.6 23,029.6 22,810.8 22,594.2 22,440.5 22,173.5 21,961.3 21,749.3 21,589.0 21,367.1 21,173.3 20,985.5 20,848.5 20,613.3 20,435.7

(4) 収集ごみ ｔ/年 15,321.4 15,819.1 16,435.7 17,244.6 16,923.2 16,405.9 16,191.5 16,025.9 15,886.1 15,672.1 15,492.8 15,312.0 15,178.4 14,970.2 14,797.0 14,620.4 14,476.1 14,308.5 14,153.8 14,001.1 13,883.9 13,702.6 13,556.2

(5) 燃えるごみ ｔ/年 12,118.4 12,101.4 12,937.3 13,545.6 13,422.4 13,080.5 12,979.8 12,855.5 12,754.9 12,586.3 12,450.9 12,314.4 12,219.9 12,056.4 11,925.2 11,791.2 11,687.1 11,555.8 11,438.3 11,322.3 11,238.6 11,094.9 10,983.4

(6) 燃えないごみ ｔ/年 1,471.0 1,345.3 1,149.8 1,196.7 1,064.8 1,009.9 996.8 988.2 982.7 971.3 962.1 952.6 946.2 934.2 924.7 914.8 907.2 897.4 888.7 880.0 873.8 862.9 854.5

(7) 資源回収 ｔ/年 1,672.3 2,288.5 2,297.8 2,447.4 2,385.9 2,270.6 2,177.7 2,145.8 2,112.4 2,078.7 2,044.4 2,009.9 1,977.6 1,945.2 1,913.1 1,880.7 1,848.5 1,822.3 1,794.1 1,766.4 1,739.4 1,713.0 1,686.8

(8) リターナブル瓶類 ｔ/年 21.0 8.3 9.5 8.1 5.1 2.7 2.1 2.2 2.2 2.2 2.2 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.9 1.9

(9) 雑びん類 ｔ/年 634.3 594.5 453.7 475.4 444.7 424.3 408.3 398.2 384.3 370.6 357.1 343.9 331.3 319.2 307.4 295.7 284.5 274.6 264.5 254.8 245.5 236.6 227.8

(10) 缶　類 ｔ/年 288.1 288.8 198.0 197.6 195.2 180.9 178.3 173.7 168.2 162.7 157.1 151.8 146.7 141.8 137.0 132.1 127.5 123.4 119.3 115.3 111.4 107.7 103.9

(11) 紙　類 ｔ/年 694.2 1,258.6 1,462.5 1,519.5 1,510.2 1,438.1 1,355.7 1,345.7 1,334.5 1,322.7 1,310.2 1,297.2 1,284.9 1,272.2 1,259.2 1,245.8 1,232.0 1,222.1 1,210.2 1,198.4 1,186.6 1,175.1 1,163.6

(12) 繊維類 ｔ/年 31.8 60.6 40.9 62.9 67.2 59.5 61.3 61.0 60.2 59.7 58.9 58.1 57.6 57.0 56.2 55.6 55.0 54.3 53.8 53.3 52.6 52.0 51.5

(13) ペットボトル ｔ/年 2.9 66.7 115.0 164.2 147.0 156.7 154.3 149.1 147.2 145.2 143.4 141.5 139.8 137.9 136.3 134.7 133.0 131.5 130.0 128.5 127.3 125.8 124.4

(14) 店　頭 ｔ/年 0.0 11.0 18.2 19.8 16.5 8.5 17.8 15.9 15.8 15.6 15.5 15.3 15.2 15.0 14.9 14.7 14.5 14.4 14.3 14.1 14.0 13.9 13.7

(15) 粗大ごみ ｔ/年 59.7 83.9 50.8 54.9 50.1 44.9 37.2 36.4 36.1 35.8 35.4 35.1 34.7 34.4 34.0 33.7 33.3 33.0 32.7 32.4 32.1 31.8 31.5

(16) 直接搬入ごみ ｔ/年 5,524.0 5,398.2 6,243.1 6,096.5 6,079.8 6,347.1 5,949.0 6,022.4 6,002.4 5,949.5 5,913.0 5,880.1 5,859.5 5,807.1 5,770.6 5,737.7 5,720.5 5,672.1 5,635.6 5,602.7 5,581.4 5,533.4 5,504.1

(17) 燃えるごみ ｔ/年 4,311.1 4,513.6 5,670.5 5,607.4 5,591.3 5,642.1 5,499.0 5,507.8 5,490.0 5,445.8 5,416.6 5,387.4 5,372.8 5,325.3 5,296.1 5,266.9 5,255.7 5,212.2 5,183.0 5,153.8 5,138.6 5,095.4 5,069.8

(18) 燃えないごみ ｔ/年 1,212.9 884.6 572.6 489.1 488.5 705.0 450.0 514.6 512.4 503.7 496.4 492.7 486.7 481.8 474.5 470.8 464.8 459.9 452.6 448.9 442.8 438.0 434.3

(19) 集団回収 ｔ/年 1,950.7 1,996.6 1,718.1 1,711.3 1,592.0 1,557.2 1,415.3 1,414.1 1,415.1 1,408.0 1,405.0 1,402.1 1,402.6 1,396.2 1,393.7 1,391.2 1,392.4 1,386.5 1,383.9 1,381.7 1,383.2 1,377.3 1,375.4

(20) リターナブル瓶類 ｔ/年 31.6 22.1 11.8 10.9 9.2 8.6 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9

(21) 缶　類 ｔ/年 8.7 7.7 9.2 9.2 8.7 9.0 8.4 8.3 8.4 8.0 8.0 8.0 7.6 7.6 7.6 7.3 7.3 7.3 6.9 6.9 6.9 6.5 6.5

(22) 紙　類 ｔ/年 1,784.0 1,838.6 1,589.8 1,587.5 1,468.4 1,440.8 1,307.8 1,307.7 1,311.3 1,307.7 1,307.7 1,307.7 1,311.3 1,307.7 1,307.7 1,307.7 1,311.3 1,307.7 1,307.7 1,307.7 1,311.3 1,307.7 1,307.7

(23) 繊維類 ｔ/年 126.4 128.2 107.3 103.7 105.8 98.7 92.3 91.2 88.5 85.4 82.4 79.5 76.8 74.0 71.5 69.3 66.9 64.6 62.4 60.2 58.1 56.2 54.3

(24) 収集ごみ１人１日平均排出量 g/人・日 620.4 654.7 702.3 740.6 728.3 712.1 705.7 703.8 701.9 700.3 698.9 697.6 696.5 695.4 694.5 693.6 692.8 692.0 691.2 690.5 689.8 689.2 688.5

(25) 燃えるごみ g/人・日 490.7 500.8 552.8 581.7 577.7 567.8 565.7 564.6 563.3 562.4 561.6 561.0 560.5 560.1 559.7 559.4 559.1 558.8 558.6 558.4 558.2 558.0 557.8

(26) 燃えないごみ g/人・日 59.6 55.7 49.1 51.4 45.8 43.8 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4

(27) 資源回収 g/人・日 67.7 94.7 98.2 105.1 102.6 98.6 95.0 94.3 93.6 92.9 92.2 91.6 91.0 90.4 89.8 89.2 88.7 88.1 87.6 87.1 86.6 86.2 85.7

(28) リターナブル瓶類 g/人・日 0.8 0.3 0.4 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

(29) 雑びん類 g/人・日 25.7 24.6 19.4 20.4 19.1 18.4 17.8 17.5 17.0 16.6 16.1 15.7 15.2 14.8 14.4 14.0 13.7 13.3 12.9 12.6 12.2 11.9 11.6

(30) 缶　類 g/人・日 11.7 11.9 8.5 8.5 8.4 7.9 7.8 7.6 7.5 7.3 7.1 6.9 6.8 6.6 6.4 6.3 6.1 6.0 5.8 5.7 5.6 5.4 5.3

(31) 紙　類 g/人・日 28.1 52.1 62.5 65.3 65.0 62.4 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1

(32) 繊維類 g/人・日 1.3 2.5 1.7 2.7 2.9 2.6 2.7 2.7 2.7 2.7 2.7 2.7 2.7 2.7 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6

(33) ペットボトル g/人・日 0.1 2.8 4.9 7.1 6.3 6.8 6.7 6.6 6.5 6.5 6.5 6.5 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 6.3 6.3 6.3 6.3

(34) 店　頭 g/人・日 0.0 0.5 0.8 0.8 0.7 0.4 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7

(35) 粗大ごみ g/人・日 2.4 3.5 2.2 2.4 2.2 1.9 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

(36) 収集ごみ ｔ/日 41.9 43.4 45.0 47.3 46.3 44.9 44.4 43.9 43.4 42.9 42.4 42.0 41.5 41.0 40.5 40.1 39.6 39.2 38.8 38.4 37.9 37.5 37.1

(37) 燃えるごみ ｔ/日 33.2 33.2 35.4 37.1 36.7 35.8 35.6 35.2 34.8 34.5 34.1 33.7 33.4 33.0 32.7 32.3 31.9 31.7 31.3 31.0 30.7 30.4 30.1

(38) 燃えないごみ ｔ/日 4.0 3.7 3.2 3.3 2.9 2.8 2.7 2.7 2.7 2.7 2.6 2.6 2.6 2.6 2.5 2.5 2.5 2.5 2.4 2.4 2.4 2.4 2.3

(39) 資源回収 ｔ/日 4.582 6.270 6.295 6.705 6.519 6.221 5.966 5.880 5.788 5.696 5.602 5.508 5.419 5.330 5.242 5.153 5.066 4.994 4.916 4.841 4.766 4.694 4.622

(40) リターナブル瓶類 ｔ/日 0.058 0.023 0.026 0.022 0.014 0.007 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.005 0.005

(41) 雑びん類 ｔ/日 1.738 1.629 1.243 1.302 1.215 1.162 1.119 1.091 1.053 1.015 0.979 0.942 0.908 0.875 0.842 0.810 0.780 0.752 0.725 0.698 0.673 0.648 0.624

(42) 缶　類 ｔ/日 0.789 0.791 0.542 0.542 0.533 0.496 0.488 0.476 0.461 0.446 0.431 0.416 0.402 0.389 0.375 0.362 0.350 0.338 0.327 0.316 0.305 0.295 0.285

(43) 紙　類 ｔ/日 1.902 3.448 4.007 4.163 4.126 3.940 3.714 3.687 3.656 3.624 3.590 3.554 3.520 3.486 3.450 3.413 3.376 3.348 3.316 3.283 3.251 3.219 3.188

(44) 繊維類 ｔ/日 0.087 0.166 0.112 0.172 0.184 0.163 0.168 0.167 0.165 0.164 0.162 0.159 0.158 0.156 0.154 0.152 0.151 0.149 0.148 0.146 0.144 0.143 0.141

(45) ペットボトル ｔ/日 0.008 0.183 0.315 0.450 0.402 0.429 0.423 0.409 0.403 0.398 0.393 0.388 0.383 0.378 0.374 0.369 0.364 0.360 0.356 0.352 0.349 0.345 0.341

(46) 店　頭 ｔ/日 0.000 0.030 0.050 0.054 0.045 0.023 0.049 0.044 0.043 0.043 0.043 0.042 0.042 0.041 0.041 0.040 0.040 0.040 0.039 0.039 0.039 0.038 0.038

(47) 粗大ごみ ｔ/日 0.164 0.230 0.139 0.150 0.137 0.123 0.102 0.100 0.099 0.098 0.097 0.096 0.095 0.094 0.093 0.092 0.091 0.091 0.090 0.089 0.088 0.087 0.086

(48) 直接搬入ごみ ｔ/日 15.1 14.8 17.1 16.7 16.6 17.4 16.3 16.5 16.4 16.3 16.2 16.1 16.0 15.9 15.8 15.7 15.6 15.5 15.4 15.4 15.3 15.2 15.1

(49) 燃えるごみ ｔ/日 11.8 12.4 15.5 15.4 15.3 15.5 15.1 15.1 15.0 14.9 14.8 14.8 14.7 14.6 14.5 14.4 14.4 14.3 14.2 14.1 14.0 14.0 13.9

(50) 燃えないごみ ｔ/日 3.3 2.4 1.6 1.3 1.3 1.9 1.2 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

(51) 集団回収 ｔ/日 5.345 5.470 4.707 4.688 4.350 4.267 3.878 3.875 3.867 3.858 3.850 3.842 3.833 3.826 3.819 3.812 3.805 3.799 3.792 3.786 3.780 3.774 3.769

(52) リターナブル瓶類 ｔ/日 0.087 0.061 0.032 0.030 0.025 0.024 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019 0.019

(53) 缶　類 ｔ/日 0.024 0.021 0.025 0.025 0.024 0.025 0.023 0.023 0.023 0.022 0.022 0.022 0.021 0.021 0.021 0.020 0.020 0.020 0.019 0.019 0.019 0.018 0.018

(54) 紙　類 ｔ/日 4.888 5.037 4.356 4.349 4.012 3.947 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583 3.583

(55) 繊維類 ｔ/日 0.346 0.351 0.294 0.284 0.289 0.271 0.253 0.250 0.242 0.234 0.226 0.218 0.210 0.203 0.196 0.190 0.183 0.177 0.171 0.165 0.159 0.154 0.149

(56) 可燃ごみ焼却施設　処理量 ｔ/年 16,919.5 17,273.0 19,116.0 19,639.3 19,489.9 19,031.5 18,827.5 18,712.0 18,593.6 18,380.8 18,216.2 18,050.5 17,941.4 17,730.4 17,570.0 17,406.8 17,291.5 17,116.7 16,970.0 16,824.8 16,725.9 16,539.0 16,401.9

(57) 収　　集　燃えるごみ ｔ/年 12,118.4 12,101.4 12,937.3 13,545.6 13,422.4 13,080.5 12,979.8 12,855.5 12,754.9 12,586.3 12,450.9 12,314.4 12,219.9 12,056.4 11,925.2 11,791.2 11,687.1 11,555.8 11,438.3 11,322.3 11,238.6 11,094.9 10,983.4

(58) 直接搬入　燃えるごみ ｔ/年 4,311.1 4,513.6 5,670.5 5,607.4 5,591.3 5,642.1 5,499.0 5,507.8 5,490.0 5,445.8 5,416.6 5,387.4 5,372.8 5,325.3 5,296.1 5,266.9 5,255.7 5,212.2 5,183.0 5,153.8 5,138.6 5,095.4 5,069.8

(59) 直接搬入　産業廃棄物 ｔ/年 490.0 658.0 508.2 486.3 476.2 308.9 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7 348.7

(60) 最終処分量 ｔ/年 15,235.6 15,317.6 11,002.4 11,629.5 11,095.2 12,044.7 9,771.4 9,269.3 9,248.3 9,204.5 9,169.5 9,137.8 9,113.0 9,072.5 9,037.7 9,005.8 8,979.2 8,944.9 8,912.5 8,883.8 8,860.3 8,823.8 8,796.3

(61) 収　　集　燃えないごみ ｔ/年 1,471.0 1,345.3 1,149.8 1,196.7 1,064.8 1,009.9 996.8 988.2 982.7 971.3 962.1 952.6 946.2 934.2 924.7 914.8 907.2 897.4 888.7 880.0 873.8 862.9 854.5

(62) 直接搬入　燃えないごみ ｔ/年 1,212.9 884.6 572.6 489.1 488.5 705.0 450.0 514.6 512.4 503.7 496.4 492.7 486.7 481.8 474.5 470.8 464.8 459.9 452.6 448.9 442.8 438.0 434.3

(63) 収　　集　粗大ごみ ｔ/年 59.7 83.9 50.8 54.9 50.1 44.9 37.2 36.4 36.1 35.8 35.4 35.1 34.7 34.4 34.0 33.7 33.3 33.0 32.7 32.4 32.1 31.8 31.5

(64) 直接搬入　産業廃棄物 ｔ/年 10,778.0 11,095.6 6,850.8 7,364.5 6,935.0 7,666.5 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8 5,671.8

(65) 焼却残渣量 (58)の11％とする。 ｔ/年 1,714.0 1,908.2 2,378.4 2,524.3 2,556.8 2,618.4 2,615.6 2,058.3 2,045.3 2,021.9 2,003.8 1,985.6 1,973.6 1,950.3 1,932.7 1,914.7 1,902.1 1,882.8 1,866.7 1,850.7 1,839.8 1,819.3 1,804.2

(66) 資源化量 ｔ/年 3,854.1 4,614.6 4,192.8 4,357.3 4,139.8 3,990.9 4,162.9 3,704.6 3,672.2 3,631.4 3,594.1 3,556.7 3,524.9 3,486.1 3,451.5 3,416.6 3,385.6 3,353.5 3,322.7 3,292.8 3,267.3 3,235.0 3,206.9

(67) 資源回収 ｔ/年 1,672.3 2,288.5 2,297.8 2,447.4 2,385.9 2,270.6 2,177.7 2,145.8 2,112.4 2,078.7 2,044.4 2,009.9 1,977.6 1,945.2 1,913.1 1,880.7 1,848.5 1,822.3 1,794.1 1,766.4 1,739.4 1,713.0 1,686.8

(68) 直接搬入　資源物 ｔ/年 - - - - - - 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3 425.3

(69) 集団回収 ｔ/年 1,950.7 1,996.6 1,718.1 1,711.3 1,592.0 1,557.2 1,415.3 1,414.1 1,415.1 1,408.0 1,405.0 1,402.1 1,402.6 1,396.2 1,393.7 1,391.2 1,392.4 1,386.5 1,383.9 1,381.7 1,383.2 1,377.3 1,375.4

(70) 安定型より持出し ｔ/年 231.2 329.5 176.9 198.6 161.8 163.1 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7 144.7

(71) 再生利用率 ％ 16.9 19.9 17.2 17.4 16.8 16.4 17.7 15.8 15.8 15.8 15.8 15.7 15.7 15.7 15.7 15.7 15.7 15.7 15.7 15.7 15.7 15.7 15.7
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